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【巻頭】

｢オセアニア教育研究』の改革

朝水宗彦（山口大学東アジア研究科）

はじめに

私が本誌『オセアニア教育研究』の編集委員長を引き受けてから２年が経つが、そ

の間に様々な変化があった。たとえば若手研究者の成長と海外在住の会員の増加は特

筆に値する。さらに､国内外でオセアニア教育と何らかの関係がある団体が設立され、

組織的あるいは個人的な交流が盛んになってきた。本稿では､この３点に焦点を絞り、

オセアニア教育学会の近年の特徴と本誌における今後の課題について自分なりに概説

したい。

１．若手研究者の育成

本誌の書評で後程詳しく紹介するが、本学会の研究推進委員会は今年市販書として

『オーストラリアの教育改革』（2011年、学文社）を出版した。同書を執筆している

のは現在の若手研究者と学会設立当時の若手研究者である。

同書は佐藤博志会員によって編集されているが、本学会の初期の代表的な業績であ

るアラン･バーカン著の『オーストラリア教育史』（1995年､青山社)が笹森健会長（当

時）の監修で出版されたとき、佐藤会員は当時まさに若手研究者であった。あるいは

本学会の会員が中心となり、石附実、笹森健編の『オーストラリア・ニュージーラン

ドの教育』（2001年、東信堂）が出版されたが、同書の執筆を分担した若手研究者

の何人か(詳細は後程)は今では『オーストラリアの教育改革』の中心メンバーになっ

ている。

本学会の第１４回大会（2010年１２月）の発表者を見ても、ベテランの研究者に

混じり､若手研究者の名前が少なからず見られる。２０１１年度には｢若手研究グループ」

(現EarlyCareerResearchersPmject）が設立され、研究発表会などを通して若手研
究者の活動の活性化を試みている。同グループは高橋望会員や木村裕会員など、筆者

よりも一回り新しい世代が中心に運営しており、活発な学術交流を行っている。もち

ろん組織の継続のためには持続的な人材の受け入れと人材育成が不可欠であるため、

今後も若手研究者の成長と更に新たな会員の入会を期待したい'。

２．海外会員の増加

次に、海外会員であるが、本学会はオセアニア地域の教育を研究テーマにしている

研究者が多いため、同地域と何らかの関係を持っている会員が元々少なくなかった。

しかし､近年では海外､特にオーストラリア在住の会員が増加しているため､前号（第

１６号）や今号で紹介しているように、坂詰貴司会員や宮城徹会員などを中心に、「メ
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ルボルンの集い」の活動が年々活発になってきている。「メルボルンの集い」はオセ

アニア教育学会の会員だけでなく、現地在住の専門家にも開かれており、海外におけ

る貴重な知的交流の場になっている。

さらに、本学会にはオーストラリアだけでなく、ニュージーランドやその他のオセ

アニア島喚部で活躍する会員も少なくない。加えて、本誌のバックナンバーでいくつ

か紹介されているように、オーストラリアの高等教育機関はオーストラリア本国だけ

でなく、世界各地にキャンパスやオフィスを展開している２．そのため、オセアニア

各国の事例研究だけでなく、多国間の教育を包括した新たな研究も期待できる。

なお、今まで本誌への投稿はＢ5版の原稿で行っていたが、海外では同サイズの用

紙が手に入りにくいことがここ数年の検討課題であった。本号で後ほど紹介するが、

海外会員が不利にならないように、次号（第１８号）からはＡ4版の投稿論文に変更

する予定である。もちろん今までの海外会員だけでなく、新たな海外会員もまた積極

的に本誌へ投稿して頂けることも期待したい。

３．他学会・他機関との交流

本学会の単独事業では無いが、専門分野の近い他の学会や関連機関と共同で研究や

その成果を公開することもある。たとえば本学会は２０１０年１１月に豪日交流基金や

オーストラリア学会等と共同で、追手門学院大学オーストラリア研究所主催にて教育

シンポジウム「オーストラリアをどう教えるか」を開催した（資料１）。

筆者自身も同研究所やオーストラリア学会とは長い付き合いであり、豪日交流基金

には研究助成金や八王子セミナー等でお世話になっている。近年では筆者が個人的に

早稲田大学オーストラリア研究所や日豪ツーリズム学会でも寄稿や発表を行っている

が、筆者以外にもこれらの関連団体と関係を持っている本学会の会員も少なくないだ

ろう。

なお、本学会と専門分野が近い団体は国内だけとは限らない。たとえば筆者自身も

国際オーストラリア学会（InASA）の会員であり、ゼミ生と同学会に参加したり、逆

にオーストラリア人研究者を招聴したりすることもある。たとえば筆者の勤務先では

2011年７月にInASA会員であるステフアン・アロメス教授の講演会を開催した（資

料２)。本学会ではすでに何回か海外の専門家による講演会を実施しているが、会員

が主催した講演会の概要報告や国際共同研究等の紹介等も本誌にて期待したい3。

２



篭
鮮必

資料１本学会によるシンポジウム後援
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教育シンポジウム「オーーストラリア種どう教えるか」

’3ｍ～開会G3oI載麹
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出典：追手門学院大学（2011）「オーストラリアをどう教えるか」

http://www､otemon､acjp/cas/pdf7edu・sympo,2010.pdf閲覧日２０１１年９月２２日



資料２個人会員による海外専門家の招膳

第７回山口大学東アジア研究科学術講演会

The7thGSEASAcademicLecture,YmmaguchiUniversity

繍師：ステファン・アロメス博士（Rn狂r大学教授、オーストラリア）
L顧尤u鵡賦Ｄ里StephcnGordpnA1omegGro錘so島Ｒ邸征rUnivら、i既Ａｕ８ｔｍｌｊＥ）

演題：オーストラリアアジアの中の２１溌紀多文化同家
'ぬctl』”唾tle：Au8traliaA218tCentwyMu職cultu“１Ｎ画tioninABia

日時：２０１１年７月１４日（木蝦日）１６:10.17;４０

DR“＆Ｔｉｍ僻Julyl4thmxursday）１６:10-17:４０

強蝋：東アジア研究科隷〆経済学研究科大学院棟307敷室
VCnu⑱:Ｌ“tureHDom307,GSEASノGraduateSchU側㎡ＥＣ”Omi“Buildil噸

使剛詩錨：英錨（…-部日本語の解説あり）

Language:English（Ｐｎｒｔ１ｙｔｍ”1,煙ｄｉ凧Ｊ叩”⑥雛）

謬加費：無料

PmPti輔patjo1tF“:Ｆｒｅｅ●fCh執rge

主催：血耐大学東アジア研究科

sIxm師齢ｄｂｙ:GSEAS,ｗｍｎ宵uchiUIlivKP齢ity

間弧合わせ先：東アジア研究卿朝水〈剛蝿鍛馳ｊ測噸”ｍ哩唾賊亨u誕麺）
C⑥x“唾to:G5EA蹄Ａ“mizu(胆唖ｍｉ祇碓唾、､瓢'chi･肌“心）

出典：山口大学（2011）「第７回山口大学東アジア研究科学術調演会」

http:"www.eas､yamaguchi-u､acjp/event/llkouenkai7/posutapdf;閲覧日２０１１年９月２２日

４．今後の課題

さて、若手研究者や海外居住者など、様々な会員が投稿しやすいように、本誌で

は原稿の受け入れ態勢を整えてきた。ただし、残念なことに、ここ数年「論文」の投

稿数自体はあまり増えていない。本誌は学術的な査読制度を取っているので、「論文」

として受理されるためには相応の研究の積み重ねが必要であるが、もしかすると査読

制度自体が大学院生を含む若手研究者や新入会員にとって高いハードルになっている

のかもしれない。

あるいは私の勤務先を含め、近年の日本における高等教育機関は定年退職まで働け

４



るポスト（以下テニュア）が少なくなり、任期制や非常勤のポストが急激に増えてい

る4．筆者自身も非常勤ポストの掛け持ちで生活していたこともあるが、１年任期の

契約では時間をかけて原稿の執筆に取り組むのが難しいかもしれない。逆にテニュア

のポストが減ったことにより、1人あたりのテニュア教職員が担当する校務の負担も

年々増えていると想定される。いずれの場合でも、落ち着いて原稿を執筆するために

は望ましい環境ではない。

とはいえ、研究者（または研究者を志している者）である以上、何らかの研究は続

けなければならない。研究の「量」について述べるのは不本意ではあるが、筆者の現

職を含め、少なからぬ国内外の高等教育機関では採用や昇進の際に査読論文の本数が

問われているのが現状である５．さらに、筆者の現職のように、大学院生が学位論文

を申請する前段階としての予備審査で査読論文の有無を問われる場合もある。査読論

文は簡単に受理されるとは限らないので、論文執筆のためには地道ではあるが相応の

準備が必要である。

なお、本号にご投稿された方々はご存知かと思うが、今春の投稿用紙から執筆前の

事前登録が無くなっただけでなく、投稿時に「論文」や「研究ノート｣、「報告」など、

原稿のジャンルを明確に選べるようになっている。つまり、研究状況に応じた投稿が

可能になっているため、時間をかけて「論文」を完成させるだけでなく、研究の中間

報告として「研究ノート」を活用したり、予備調査中の取り組みを「報告」したりす

ることもまた研究の一環として十分価値がある。

もちろん本学会の会員は研究職だけではないので、実務関係者が学校や職場で行っ

ている実践的な教育の取り組みを積極的に「報告」することは、会員全体の知の共有

につながる。さらに、全国大会以外の学術集会では多くの参加者が直接研究成果に触

れる機会が少ないので、たとえば「若手研究グループ」や「メルボルンの集い」等の

各発表者が要旨集の代わりに「報告」を本誌にご投稿いただけることも知の共有とし

て期待できるだろう。

あるいは先述のように、本学会の会員が非会員の専門家と共同で学術交流や産学官

連携事業を行う場合がある。本号を含め、本学会の全国大会における講演やシンポジ

ウムは本誌にて内容を紹介しているが、全国大会以外で外部講師に依頼した発表の記

録になると近年の本誌のバックナンバーには十分残っていない。オセアニアに関連す

るイベント開催の情報は学会のメーリング・リストを通して流されてくるが、その結

果の報告は本誌に関しては多くない。筆者や学会事務局が把握していないオセアニア

関係の学術活動は多々あると思われるので、会員の方々に概要を「報告」して頂くの

も今後の学術交流のために意義がある（資料３)。

ラ



資料３個人会員による海外学術集会への参加
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出典：ＩＵＤＣ(2011）''Home'’

http:"www,unityindivemsityconfbrence､com/index,php,閲覧日２０１１年６月５日

あるいは現地や現場での「報告」でなくても、「書評」によって知の共有を行うこ

とも可能である。特に将来研究者を志している者にとって先行事例の研究は重要であ

るため、研究の基礎的な段階として「書評」を活用することをお勧めしたい6．今号

において筆者は先述の『オーストラリアの教育改革』について書評を執筆したが､オー

ストラリアだけでなく、ニュージーランドやフィジーなど、様々な国々を対象とした

書評もお待ちしている。

なお、オセアニア地域だけに限らないが、ある地域のある事象について客観的に分

析する時、比較研究的な手法が有効な場合がある。たとえばオーストラリアにおける

高等教育について研究する時、オーストラリア人の専門家によって書かれた同分野の

著書を日本の専門家が分析するのは従来から行われてきた。しかし、単独の「書評」

だけでなく、たとえばオーストラリアとカナダ、日本における高等教育に関する著書

を複数読みこなし、先行研究の比較分析を行うことにより、オーストラリアの独自性

を顕在化させることも可能である。あるいはオセアニア諸国の事例研究だけでなく、

同地域と他の地域との比較研究に関する「書評」もオセアニア地域の教育を研究する

上で十分注目に値するだろう7。

おわりに

以上、本稿ではオセアニア教育学会における若手研究者の成長と海外在住の会員の

増加、学術交流の活性化を背景に、本誌における今後の課題について概説してきた。

もちろん日本在住のベテランの会員の方々にも引き続きご執筆。ご投稿をお願いした

いが、本誌を持続的に発展させるためには新たな執筆者のご協力も重要である。本誌

は「論文」だけでなく、「研究ノート」や「報告｣、「書評」など、様々なジャンルの
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投稿をお待ちしているので、多くの会員が目的に応じて本誌を十分活用して頂けるこ
とを願いたい。
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佐藤博志編著『オーストラリアの教育改革』学文社，２０１１年

[註］

’本学会の変遷については現会長による以下の巻頭文を参照されたい。福本みちよ「オ

セアニア教育学会の更なる発展を願う」『オセアニア教育学会』第１６号，１－２頁。

２オーストラリアの高等教育機関による海外進出には、たとえば以下の研究が挙げら

れる。竹腰千絵｢オーストラリアにおけるトランスナショナル･エデュケーション｣『オ

セアニア教育研究』第１６号，８－２１頁。我妻鉄也「オーストラリア高等教育のマレー

シアにおけるオフショアプログラム展開」『オセアニア教育研究』第１４号.20-35頁。

杉本和弘｢アジア太平洋地域におけるオーストラリア高等教育のグローバル戦略｣『オ

セアニア教育研究』第１１号，17-28頁。

３近年のバックナンバーではあまり見られなくなったが、本学会の前身のオーストラ

リア教育研究会の頃は各講演会の発表者や演題等を丁寧に記録していた。たとえば、

『オーストラリア教育研究』創刊号（84-86頁）には以下のような発表報告が記録さ

れている（敬称省略)。

JanetBALDWIN,ALanguageEducationinAustmlia,1991年７月１７日◎

DavidP画､ImWGmN,MalcolmSlVnTH,WilliamCOLDRAKE,演題不明,1992年１０月20日。

RossMILLIKAN,オーストラリアの私立学校の現状について，１９９３年４月１９日。

４ただし、テニュアと任期制が混ざったテニュアトラック制の高等教育機関もある。

たとえばテニュアトラック制では採用時に３年間の任期があり、その間に優れた業

績を挙げたものがテニュアに変更できる場合が考えられる。なお、北米の高等教育

機関における採用はテニュアトラック制が主流であるが、テニュア昇進後も契約と

して論文発表数など一定の業績を義務づけられる場合がある。

５ただし、全ての高等教育機関が研究を重視しているとは限らない。教育活動を重視

している機関や社会貢献度を重視している機関も少なからず見られる。

６書評は読む場合でも書く場合でも学習効果が期待できる。筆者のゼミの場合、古風

ではあるが、文献に対する基礎学力を高めるため、ゼミ生が自分達のテーマで研究

を行う前に、学部生には読み合わせと文献の要約、院生には書評の執筆と先行研究

の比較分析を科している。

７たとえば筆者のゼミの院生は２０１１年９月現在、全て留学生である。オーストラリ

アやニュージーランド等オセアニア諸国の出身者はいないが、「インドネシアにおけ

るオーストラリア研究｣(特に地理教育)や｢ネパールにおけるニュージーランド研究」

（特に歴史教育)、「台湾におけるオセアニア島喚部研究」（特に政策科学）など、日

本語ではあまり手に入らない文献を紹介できる可能性がある。
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【論文】

オーストラリアにおける日本語教育の新たな役割と可能‘性

大橋純（メルボルン大学）

大橋裕子（RＭＩＴ大学）

はじめに

言語運用能力（communicativecompetence）はこれまで様々 に定義され、下位分

類されながら、’（Canale,1983,1984;Skehan,1995,1998;Backman,1990;Backman

andPalmerJ996）各言語教育機関において、目標として掲げられてきた。しかしな

がら、グローバライゼーションがもたらした多言語、多文化的生活環境で生きる人々

の増加に伴い、国家または文化的境界線がぼやけるなかで、それら境界線を前提とし

た第二言語教育観、外国語言語運用能力のみを目標にしたカリキュラムにKramsch

(2006）は、疑問を投げかけている。Savignon（2007）は、これまでの教授法主導の
アプローチの限界を示し、それぞれの教育現場のおかれた状況や、ニーズに根ざした

言語教育の必要性を強調している。本稿では、オーストラリアにおける日本語教育の

様々な現場において、果たしうる新たな役割についての具体例を挙げる。

初めに、コミュニカティブアプローチと呼ばれる、いわゆる言語運用能力

(communicativecompetence）を目標にした言語教育の限界を明らかにし、抜本的

改革を促しているKramsch（2006）の提案を吟味する。次に、言語教育の特異性に

視点を移し、言語教育でしか成し得ない自己開発への可能性を主張するＬｏＢｉａｎｃｏ

(2009）の提案、それを、一つの柱に掲げているナショナルカリキュラムの原案を概

観し、これからの言語教育の方向性と、オーストラリアにおける日本語教育の果たす

多様な役割について、二つの教育機関での試みを例に紹介する。

１．言語運用能力を目指す教育法の見直し

言語運用能力（communicativecompetence）がすべての言語教育機関で行われる

第二言語指導の主目的であるとの認識が、近年加速するグローバライゼーション、共

通語としての英語の普及などの影響で疑問視され始めている。ポストモダニズム、ポ

ストコロニアル理論の潮流をうけ、目標言語としての英語の絶対性西欧文化優位論が

疑問視されるなかで、植民側、被植民側の力関係から開放された議論、理論体系が確

立していった（Bhabhal994)。第二言語教育にもこのような流れが取り込まれ、言

語教育と文化の関係が問われるようになった。Kramsch（1991:218）は、これまで

の言語教育の現場において、「文化が食文化、祭りなどの民間伝承事象、統計的事実」

などに倭小されてしまっているとし、読む、書く、聞く、話す、そして文化を教える

というような言語から切り離した文化の位置づけを拒否し、言語と文化は「切り離せ

ない経験の集合体''asingleuniverseordomainofexperience'，（217）であると主張



している。さらに、Kramsch（2006）は、過去２５年を振り返って、第二言語教育

の主流であったいわゆる言語運用能力を目標にしたコミュニカテイブアプローチの質

的変化と、世界情勢の変化に触れ、言語使用の効率を主眼にした教授法の限界を明ら

かにしている。コミュニカティブアプローチは、当初、民主的なイデオロギーを具現

すべく導入され、学習者が目標言語の文法規則に従い、母語話者をモデルとする教授

法から、学習者が主体的に同じコミュニティーのメンバーとして母語話者と対等に対

話できる能力を目指すものとなったが、近年、効率的な言語活動タスクの処理能力、

情報交換力、また測定可能な評価法などに主眼が置かれてしまっていることを問題視

している（Kramsch2006)。もしコミュニカテイブアプローチの現状がそうである

なら、悪化の一途をたどる社会経済的格差、それに連動する民族間格差、また世界の

いたるところで重要性を増している宗教、イデオロギーなど、それらすべてを背景と

した歴史的、文化的な格差をコミュニカテイブアプローチ自体は埋めることができな

いとKramschは主張している。

－－－ｔｈｅｅｘａｃｅｒｂａｔｉｏｎｏｆｇｌｏｂａｌｓｏｃｉａｌａndeconomic

inequalitiesandofethnicidentityissues，ａｓｗｅｌｌａｓｔｈｅｒｉｓｅｉｎ

ｉｍｐｏｒｔａｎｃｅｏｆｒeligionandideologyaroundtheworldhavecreated

historicalandculturalgapsthatacommunicativeapproachto

languageteachingcannotbridgeinitself（Kramsch2006:251）

つまり言語を効率よく使いこなす能力だけでは、社会が今必要としている、異文化、

宗教間の、橋渡しができる人材が育たない。しかるべき正しいマナーで、正しい表現

を相手に向けて発するだけでは十分ではないというのだ。

２．言語教育の特異性と果たしうる役割

２０１１年の１月にAustraliaCurriculum,ＡssessmentandReportingAuthority（以下

ACARA)が発表したDraftShapeoftheAustralianCurriculum:LangUages（以下､原
案）は、これからの言語教育全般の方向性を抽象概念で説明したナショナルカリキュ

ラムの原案、または叩き台であり、一般人、教育諸機関などから広く意見を聞き、実

践に反映させる意図で作成された。ｚ原案では、オーストリラリアの教育課程におい

て、言語教育は引続き主要な学習領域とみなされ、オーストラリアの生徒が教育的に

重要な経験ができる科目として位置付けられているが（p､3)、恒常的な生徒数の低迷

(１２年生時にわずか14.5％の生徒しか言語を履修していない状況（p､4)）を改善す

べく、今後すべての小中高の児童生徒が継続的に言語を学ぶことを目標にしている。

この原案の内容で注目すべき点は、言語教育の教育的特異性を強調していることで

ある。Arationalefbrleaminglanguages「言語学習の教育的根拠」の章には以下のよ
うに、ＬｏＢｉａｎｃｏ（2009）が引用されている。彼は、中高、大学に至るまでの一貫し

た言語プログラム､質の高い教師の必要性を強調しているが､その主な根拠として､｢知

，



識を与え、理解を深め、思考を刺激し、実践力を養うことが教育の根幹の目的である

が、言語は、そのなかで、人間性、文化、知性と深く結びついており教育を必然たら

しめるものである｡」としている。

Ｔｈｅｐｒｉｎｃｉｐａｌｒｅａｓｏｎｉｓｔｏｄｏｗｉｔｈｔｈedeepestpurposesof

educationitselftoinstilknowledge,todeepenunderstanding,to

stimulatereHectionandtofbsterskills・Languagesareintimately

linkedtotheessentiallyhumanistic，culturalandintellectual

reasonsfbrmakingeducationcompulsory6（LoBianco2009:64）

この引用に続いて、項目の１６（P､9）では、世界の共通語である英語が話せるだけ

では十分ではないとし、学生の視野を広げる必要性を、近年の国境、言語、文化の境

界を超えた相互依存的社会モデルという文脈で強調し、言語の教育的根拠の一つに挙

げている。もちろん、多文化、多言語が共存するオーストラリア国内の状況も含意し

ている。

続いて、ThedistinctivenessoflangUagesinthecurriculum（ナショナルカリキュ

ラムにおける言語の特異性）の章では､再度ＬｏＢｉａｎｃｏ（2009）から引用されている。

…sincepersonalidentityisnegotiatedanddisplayedin

communicationandmustmakeuseoftheindividualresources

individuallanguagesmakeavailable，ａｌｅａｍｅｒｉｓｒｅｑｕｉｒｅｄｔｏ

ｔａｋｅｏｎｔｈｅａｓsumptionsandculturalscriptsthetargetlanguage

contains・Therearespecialqualitiesthatlanguageleaming

contains,makingthemrareifnotuniqueinthecurriculaofschools

withrespecttotheextentthattheypotentiallychallengeand
extendthesenseofselfofthestudent．（LoBianco2009:64）

ここでself（自己）という概念が取り上げられているが、外国語を学ぶことの質的

特異性は、人間の最も根幹の部分である自己を客観的に見つめ、自己開発することに

あるとしている。つまり、外国語で意思の疎通をはかる場合、母国語と外国語の狭間

で、自分と相手の常識的社会文化習慣の差異を常に意識しなくてはならないからであ

る。相手の視点で考える能力は、異文化や、異なった価値感を許容する力となり、さ

らなる自己開発の原動力となる。

このような自己にまで影響を与えうる言語教育の可能性にKramschもＬｏＢｉａｎｃｏ

も注目しており､オーストラリのナショナルカリキュラムの一つの柱にもなっている。

Kramschの場合は、グローバライゼーションがもたらした世界的格差社会、狭くなっ

た世界でさらに困難の度合いを増す異文化間コミュニケーションに対応できる能力を

言語教育に求め、ＬｏＢｉａｎｃｏの場合は、自己開発を求めた。このような言語の教育的
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価値に注目したナショナルカリキュラムが具現化しつつあるが、ナショナルカリキュ

ラムが時代を先取りし、政府主導で改革が進んでいるわけではなく、時代の潮流に対

応しながら、教育の現場ではそれぞれの状況にあった様々な工夫が行われている。次

に、日本語が果たしうる役割に注目した二つの教育機関での試みを例に紹介する。

３．メルボルン大学教育改革下での日本語プログラムの取り組み

メルボルン大学では、第二言語の履修者が全学のわずか２％という実情があった。

2008年のメルボルンモデルと呼ばれる新しいカリキュラムの導入により、学生が、

日本の大学の教養科目のように、自分の専門分野以外の教科を履修できるようになっ

た。３その結果語学を履修する学生が急増したものの、各語学プログラムを圧迫する

ことになり、４対応策として語学センター設立の案が大学側から提案された。この案

は各語学プログラムから最も学生数の多い初級レベルの科目を切り離し、語学セン

ターで効率よく語学力を身につけさせるというものであったが、各語学プログラムで

は言語と文化を切り離すことは不可能であり､質の高い教育が行えなくなるとし､ヨー

ロッパ、アジア言語共に、２０１２年導入を目指したカリキュラムの抜本的改革に乗り

出した。言語は、その国の歴史、文化、生活習慣が反映されており、言語教育は、高

度に知的なものであるという立場から、各語学プログラムはそれぞれの特色を活かし

たカリキュラム作りに取り組んでいる。

日本語プログラムでは、２０１０年に発表されたＡＵＱＡ(theAustralianUniversities

QualityAgency）５の報告書に注目した。報告書にはメルボルン大学が改善すべき点
の一つとして､海外からの留学生と現地学生との交流が少ないことが指摘されており、

大学の積極的な取り組みが求められている。日本語プログラムでは、この点に注目し

日本語教育を通じて留学生と本学生の交流が促せるのではないかと考えた。日本語は

オーストラリアにおいて最も人気のあるアジア言語であり、大学内においても教育的

に果たす役割は大きい。前述の言語教育の特異性に注目した新たな日本語の役割を意

識した試みを以下に紹介する。

メルボルンモデルの導入後、日本語初級科目の履修者が600入超という状況が続

いている。学生の文化的背景は様々で、近年アジア諸国からの留学生の割合が際立っ

て増えている。Ohashi（2009）も指摘しているが、オーストラリアにおける日本

語のクラスは、言語習得以外に教育的な意義、潜在力がある。クラスでは、様々な

文化背景や経験をもつ学生が、日本語という共通の外国語で意思疎通をはかる。つ

まり学生は皆、日本語非母語話者であり、この空間では、学習者が英語母語話者対

非母語話者という力関係から解放される。PrattやBhabhaなどに代表されるポス

トコロニアル理論は外国語教育に多大な影響を与えており、Pratt（1991,1992）の

IinterCulturation'6,やIcontactzone'7,Bhahha（1994）の'thirdplace'８などの概念が

この空間の可能性を象徴している。簡潔にまとめるならば、様々な歴史的、文化的背

景をもつ個人同士が、このような開放的な空間においてお互いの持つ先入観、ステレ
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オタイプに挑戦しながら（Bhabhal994:37），この空間特有のアイデインテイティー

を主体的に形成する（Prattl991:523)。このようなことが促せる空間と言語活動を

一つの柱としたカリキュラム改革がメルボルン大学では進んでいる。具体的には、全

ての日本語の科目に'interculturalleaming1の項目を設け、ある社会的事象について、

学生が、自国での事象を紹介し合い、文化的、社会的類似点や相違点、歴史的背景な

どについて話し合い、内省しながら、異なった価値観を理解し学び合う。このような

言語教育の自己にまで影響を与えうる可能性を考えるならば、言語教育こそが、学生

同士の文化交流を促し、将来異文化の橋渡しができる人材を育てるために必要だとい

うことが明らかになる。

現在のオーストラリアの大学の日本語学科のウェブサイトを概観すると様々な教育

目標が掲げられている。言語と文化は、切り離せないという認識で９，言語能力と文

化的知識を身につけることを目標にしているところ'0も多いようだ。貿易や経済的

な利点という視点から、日本語のリテラシーを目標にしているところもある。’１言

語運用能力を目指す教育モデルの限界が明らかになり始め､今後､言語の果たせる様々

な役割に注目した多様な教育モデルが実現されるにちがいない。

４．ＲＭＩＴ大学T1AFE(TechnicalandFurtherEducation）プログラムでの試み

二つ目の例はｍ４ＬＦＥセクターにおける日本語教育についてである。ｍＦＥとは、

TbchnicalandFurtherEducationの略称で、オーストラリアでの中等後教育または第

三段階教育'2における職業専門コースである。ここで例に挙げるＲＭＩＴ大学（ロイ

ヤルメルボルンエ科大学）は、大学部と職業専門分野としてのTAFEを併設する。本

来ならば、mdLFEは将来の職業の機会を得たり、また、技能を向上させたりするため

のものであるが、言語専攻には、志望大学に受け入れられず、間口の広いＴＡＦＥに

進路変更する学生、あるいは、大学進学につなげる一つの手段としてみなす学生も

多い。このような現状を見ても一般にTAFEは、大学の下位に属し、社会的評価が低

く、ＴＡＦＥ学生自身の自己評価もそれを強く反映しているといえる。以下、ＲＭＩＴ大
学TAFE日本語集中コースの実践例を見ながら大学とは異なる学習環境であるmALFE

における日本語教育の見直しと、可能性を検証する。

(1)日本語集中コースの例

ＴＡＦＥのカリキュラムは、VbcationalEducationandTraining(ＶＥＴ：職業教育

および職業訓練）に正式に定められ、そのスタンダードは、ＡＱＴＦ（Australian
QualityTrainingFramework：オーストラリア高品質訓練フレームワーク）’3に

決定される。ＲＭＩＴ大学は、国の公認訓練機関のひとつとしてＴＡＦＥのコースを
提供している。

ＲＭＩＴ大学ｍＦＥ日本語集中コースでは､2009年､2010年の２年にわたり､コー

ス修了後の学生が、社会・職場に自信を持って適応できるように、ヴィクトリア
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州教育省が提示する雇用適性技能（DepartmentofEducation2006）というゴー
ルを前面に出しながら、８か月のコースのカリキュラムを試行した。雇用適性技

能とは、文化理解、文化／社会規範を考慮したコミュニケーション、′情報の収集、

分析、活動の企画と実行、個人及びチーム活動での問題解決、テクノロジーの利

用であるが、これにＫｍｍｓｃｈがいうmAninnergrowththatdemandsmorethan

thepracticaltaskofeducationaltechniquesI’（Kramscheta1.2007：154）（技術

的訓練以上の物を要求する内的成長)、ここでは、自己開発と呼ぶことにするが、

そのための教育実践の場を提供することを主眼にしたカリキュラムの編成に動き

始めた。

(2)学生の学生による学生のための言語活動

このコースは、これまで日本語を学んだことがない学生が集中的に日本語を履

修することで､AQTFが定める､Certificatelから1Ｖまでの４レベルの資格が８ケ

月で取得できるようになっている。目標文化、社会である日本から離れたオース

トラリアで、日本語を学習し続けるということは、もともと多大な努力、忍耐力

が要求されるが、先に述べたような学生のそれまでの学習体験や、社会的背景を

考えると、日本語の言語習得は、かなり高いハードルになる。

しかし、コミュニケーションの手段という言語の根本の意義や、他の教育的効

果を見つめなおすことは、雇用適性技能の習得・向上が可能になるばかりではな

く、知力を中心にこれまで評価されてきた学生に、別の観点から、自己をみつめ、

立て直すセカンド・チャンスになりうる。それは、コースそのものを実際にある

社会・職場と見なし、その中で、学生が上に挙げた雇用適性技能の体験をする、

特に目標言語を使いながら学生の学生による学生のための言語および社会活動を

行うというものである。

(3)教科書、クラスルームに留まらない教育活動

ＲＭＩＴ大学の当コースでは、基本的な言語知識を高める教科書を使う授業と並

行して、学生が多様な社会活動を経験する場を提供することをコースのプログラ

ム作成の主眼とし、カリキュラムを組んだ。コースに取り入れた活動の例は以下

の通りである。

・姉妹大学の日本人学生との日本語合宿

・姉妹大学のスタディツアーの受け入れ・接待

・現地日本人留学生との定期的な合同言語活動

・コンピューターラボでの日英二カ国語を使ったオンライン・コミュニケーション

・日本語弁論大会への参加、出場

・中・高生へのリーダーシッププログラム
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たとえば、姉妹大学の日本人学生との日本語合宿では、ほぼ同数の日本人参加

学生と話し合いながら衣食住・言語・文化・社会、それぞれの活動において、す

べての学生がリーダーになり、活動計画、実践、評価・再考を行った。そこでの

教師の役割はあくまでも相談役にとどまり、様々な問題解決も学生間で行う。あ

る意味では、実社会の縮小版の再現でもあるが、学生は安全な環境で、間違いを

恐れず､試行錯誤の中で様々な経験をすることになる。

このような活動を通して、学生らは、それぞれに責任を分担し、それを達成

しながら、以前とは違う観点から自己を見つめ、自信を取り戻して行く。「３月

の自分と今の自分」１４という自主提出の学生のアンケートは８０％以上が提出し、

以下のように明らかに、言語習得以上の教育的成果が表れている。

学生の内省（2009.2010年）の例

。’IConfidenceinmyselfanddevelopmentofskillstomultitaskandkeep
commitment'，

（自分に自信が持てるようになった。一度に複数の仕事を諦めずに成し遂げら

れるようになった｡）

・’IIusedtofeelimmenselydisappointedwithmyselfiflgotthesmallestthing

wrong,ｂｕｔｎｏｗｌｄｏｎ１ｔ.，’

（以前はほんの小さな失敗で自分にかなり失望していたが、今は違う｡）

・’'Thisyearsachievementshavemademefbelworthwhile・伽

（今年一年間に達成したことで自分の価値が自分で認められるようになった｡）

・wlfeelmoreconfidenthavingarealskilltofeelgoodabout,'１

（自分を肯定的に思えるようになり、自信が持てるようになった｡）

８か月のコースでは、自己開発というより、多くの場合その足がかりになる機

会を提供するという役割に留まることになると思われるが、それぞれの学生が次

の段階あるいは挑戦のための踏み台になるはずである。

ＲＭＩＴ大学では、コース修了３年後の卒業生を対象に、このコースの意義は何

であったかについて再度アンケートで追跡調査し、今後のカリキュラム作成に反

映させることにしている。

おわりに

本稿では、これからの言語教育の果たし得る役割と可能性について検討し、具体的

な試みをメルボルンにある２つの異なった日本語教育機関を例に紹介した。なお主役

である日本語学習者を本稿では、意図的に学生とよんでいる。これは、言語学習者の

最終目標は、言語習得にあるが、ここではそれに留まらず、言語学習を通じて一個の

人間として成長するという前提にたち、包括的な意味で学生とした。
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言語教育には、言語の習得だけでなく、様々な教育的効果が潜在している。言語は、

自己やアイデンティティーに直接関わるものであり、言語教育は、自己と他者を客観

的に見つめ内省する機会を提供し、自己開発、異文化理解、自尊心を高めることにも

繋がる。このように、言語教育が果たしうる役割を改めて見極めることで、上述のよ

うに様々な教育現場に応じた多様なカリキュラムが具現化していくだろう。メルボル

ン大学の場合では、日本語教育を通して、海外からの留学生と地元の学生が交流し、

同じ視線で異文化理解を深め合うという教育的意義に注目し、そのなかで、学生が人

間として成長する可能性に期待した。一方ＲＭＩＴ大学では、より具体的に日本語教育

をｍＦＥの学生の再チャレンジへ向けての足固めと位置付けた。日本語での様々な活

動を通じて学生に責任を与え、達成させ、自信を付けることで、やる気にさせる。今

まで、到達不可能と思われた進路にも挑戦させた。

さらにどちらの学生も、日本語を学んだことで、これから様々な機会が与えられる。

日本語が理解できることで日本発の情報にアクセスでき、日本人だけでなく、世界各

国の日本語ユーザーとも係わることができる。このように日本語という第二言語を通

じて、様々に人間関係が広がって行き、視野が広がる。この点だけでも、言語教育は

人間の成長にとって大きな役割を担うはずだ。

これからの言語教育は、教育現場、目的によって、益々多様化していくと思われる

が、どのように教育の質を高め、維持して行くかが、これまで同様大きな課題となる。

同時に教師の資質や能力がさらに求められることにもなり、教師同士が教材研究を含

めた勉強会を重ねることも重要となる。言うまでもなく政府の支援も必要となる。

オーストラリアの二つの第三段階教育機関において、日本語教育の異なる教育的役

割について紹介した。日本語教育が果たすべく役割も大きいが、同時に様々な可能性

を秘めている。日本語に限らず、他の第二言語でも、言語教育が果たしうる役割に注

目し､さらに多くの児童生徒が中高レベルで第二言語の教科を履修するようになれば、

オーストラリアの多文化主義社会も成熟して行くに違いない。
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Secondlanguageteachingpotential

-NewrolesofJapaneselanguageinAustraliantertiaryeducation

JunOHASHI(TheUniversityofMelboume）

HirokoＯＨＡＳＨＩ（RMITUniversity）

Communicativecompetencehasbeenanultimategoalfbrmanylanguage

teachinginstitutionsintheworld・Thecompetencerepresentstheleamer'sabilityto

communicatewithpeopleaccuratelyinamannerappropriateinagivencontextof

situation・HoweveEsuchabilityhasrecentlybeenquestionedbecauseofitslimitation

topromotemutualrespectandunderstandingacrossculturesintherapidlyglobalising

worldwithsomanydifferentvalues・InsearChingfbrnewgoalsoflanguageteaching，

thispaperdiscussesneweducationalvaluesofJapaneselanguageeducationin

Australiancontext,demonstratingexamplesfiFomtwolanguageteachinginstitutions

inVictoria・ThepaperalsoilluminatesnewrolesofJapaneselanguageeducationin

AustraliaandbeyondThefirstexampleillustratesthatJapaneselanguage,asoneof

themostpopularLOTEsubjects,hasaneducationalroleofpromotingintercultural

exchangesbetweenintemationalanddomesticstudentsinauniversity､Following

Pratt'ｓｗｏｒｋｏｎ'transculturation'ａｎｄ'contactzoneIandBhabha'ｓｗｏｒｋｏｎｔｈｅ'third

spaceI，itisarguedthataJapaneseclassroomcancreateameetingplacewhere

studentsarefreefirom''assumedorimposedhierarchyw（Bhabhal994:4）ofthe

privilegednativespeakersofEnglishatthetopend・Thesecondexampleillustrates

anintensiveJapaneseprogramme（l8hoursperweekfbr8months)inaTAFEsecto眼

Identifyingthestudents'needsasgoingbacktothe'mainstream'tertiaryeducation

sectors/workplacesandgainingselfconfidenceandselFesteem,theexampleshows

thattheintensiveJapaneseprogrammeorganisesvarietiesofactivitiesoutsidethe

classroomcontextwherethestudentstakeafUllresponsibilitytoachievegroup

objectives．
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オーストラリアのグローバル・ピース・スクール・プログラムの成果と課題

一ＮＧＯによるグローバル教育の新たな展開一

木村裕（滋賀県立大学）

１．課題設定

グローバル化の進む現代社会において、貧困撲滅や環境保全、人権保障や平和構築

など、国を超えた協力と取り組みが求められる「地球的諸問題」が山積している。本

稿で取り上げるグローバル教育は、こうした地球的諸問題を解決し、万人にとって公

正で持続可能な社会づくりをめざす教育活動の１つである。オーストラリアにおいて

は、１９６０年代に非政府機関（NonGovemmentOrganization：以下、ＮＧＯ）によっ

て実践され始めた開発教育を前身として展開してきた。今日では、グローバル教育プ

ロジェクト（GlobalEducationPrQject:以下、GEP）と呼ばれる国家プロジェクトと

して、連邦政府や教師、研究者、一部のＮＧＯなどの協力のもと、その発展と実践の

普及をめざした取り組みが進められている。

筆者はこれまでに、ＧＥＰについて、連邦政府が関わることによって安定した取り

組みを行うための基盤が確立されていること、国家プロジェクトとして一定の立場

に立つグローバル教育を構想しているものの、それを絶対視したり強要したりしない

ことによって多様な実践を行う余地が保障され、実施されていること、開発教育に関

する研究蓄積が実践の多様性を保障するうえで重要な役割を果たしていること、の３

点をその特徴として指摘した'。また、ＧＥＰの理論的基盤とされ、今日のオーストラ

リアにおける開発教育およびグローバル教育の実践にも大きな影響を与えているコル

ダー（CaldeEM.）とスミス（Smith,Ｒ､)､およびフイエン（Fien,J､）の開発教育論に

ついては、教育目標や学習方法の特徴、単元設計の方法論など、主に授業づくりやカ

リキュラム編成のあり方について検討してきた2。そこでは、彼女らが、探究活動や

他者との協同的な学習を重視していることや、地球的諸問題の理解や分析、解決策の

模索、解決に向けた行動への参加を位置づけた学習場面を設定することの重要性を指

摘していることを示した。

連邦政府が主導するＧＥＰと並んで、開発教育およびグローバル教育の展開に関し

て重要な役割を担ってきたのが、ＮＧＯである3．ライアン（Ryan,Ａ､）はＮＧＯによ

る取り組みに詳細な検討を加える中で、ＮＧＯが依拠する開発論の違いによって開発

教育の内容にも違いが見られること、団体運営や援助活動のための資金集めと質の高

い開発教育の実践とは必ずしもうまく両立されてこなかったこと、開発途上国に関す

る情報提供にとどまるのではなく既存の社会構造の批判的な分析を促すような教育プ

ログラムの作成と実施が重要であること、国外の問題だけでなく国内の問題にも目を

向けることが重要であるがこの点を十分に満たした実践は少ないこと、などを明らか
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にしている4．

これらの先行研究は､理論および実践の到達点や可能性､制約や課題を明らかにし、

豊かな実践のあり方を考察するうえで示唆に富む。しかしながら、ライアンの研究が

まとめられた１９９１年以降もＮＧＯが開発教育およびグローバル教育に関する新たな

取り組みを進めてきたにも関わらず、近年のＮＧＯによる取り組みの具体像を明らか

にした先行研究は、管見のかぎり見られない。また、学校教育の場における実践を充

実させるためには、授業やカリキュラムが実践に移される学校そのもののあり方にも

目を向ける必要があるが５，コルダーやフイエンの研究を含め､開発教育およびグロー

バル教育に関する従来の理論研究において主に焦点があてられてきたのは授業論およ

びカリキュラム論である。

オーストラリアで活動するＮＧＯであるセーブ・ザ・チルドレン・オーストラリア

(SavetheChildrenAustralia：以下、セーブ・ザ・チルドレン）の近年の取り組みは、

こうした先行研究の制約を乗り越えるものとして示唆に富む｡そこで本稿では､南オー

ストラリア州においてセーブ･ザ･チルドレンによって進められている「グローバル・

ピース・スクール・プログラム（GlobalPeaceSchoolProgram：以下、GPSP)」を取
り上げ、ＧPSPの具体像およびその成果と課題を明らかにすることを目的とする。こ

の作業は、近年のＮＧＯによる取り組みの一端を明らかにするとともに、これまでの

授業論およびカリキュラム論では十分に捉えられてこなかった、しかしながら、豊か

なグローバル教育を実践するうえで今後取り組んでいくべき研究課題の一端を明らか

にすることにもつながるだろう。

２．グローバル・ピース・スクール・プログラムの基本的構想

本節では、セーブ・ザ・チルドレンの概要を確認したうえで、ＧPSPに参加するま

での流れと、GPSＰにおいて各学校にその利用が義務づけられている教材「スピーキ

ング・アウト・プログラム（SpeakingOutProgram：以下、SOP)」の概要を整理す
ることによって、ＧPSPの基本的構想を明らかにする。

(1)セーブ・ザ・チルドレンの概要

セーブ・ザ・チルドレンは、子どもの権利保障と子どもの生活の向上をめざし

て､1919年にイギリスでジェブ(Jebb,Ｅ､）によって設立された団体である。オー

ストラリアにおいても同年に支部が設立された。

オーストラリアにおけるセーブ・ザ・チルドレンの活動は、開発途上国に対す

る資金や物資などの提供、開発途上国内での援助活動、オーストラリア国内に住

む人々への情報提供やロビー活動、オーストラリア国内での援助活動など多岐に

渡る。そうした取り組みの１つであるGPSＰは、国際連合がセーブ・ザ・チルド

レンなどの団体と共同で開発した教育プログラムであり、2001年にアメリカ合

衆国とメキシコにおいて取り組まれ始めた。オーストラリアには２００２年に紹介
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され、国際連合の支援を受けながら、西オーストラリア州および南オーストラリ

ア州においてセーブ・ザ・チルドレンによって進められてきた。

南オーストラリア州では２００６年より、ＧPSPの取り組みが本格的に開始さ

れた。GPSＰへの参加校は2006年にはペニントン小学校（PenningtonJunior
PrimarySchool）のみであったが、現在では１０校にまで増加している。表ｌは、

南オーストラリア州で２０１０年１２月までにＧPSPに参加してきた学校の一覧で

ある。

表１：南オーストラリア州のGPSＰ参加校

参加開始年 学校名

2006年 PenningtonJuniorPrimaIySchool

2007年 ThebartonSeniorCollege

2008年
NorlhfieldPrimarySchool

ParnfieldGardensR-7School

HackhamWestSchools

2009年 WestIakesShorBSchools

SeatonHigilSchool

MassadaCollege

2010年 NortonSummitPrimaIySchool

ViIginiaPrimarySchool

*在籍学年欄の「Ｒ（Reception)」 ｢Ｋ（KindeTgarten)」は、

在籍学年

R戸２

8-12

Ｒ-７

R戸７

Ｒ-７

Ｒ戸７

8-12

Ｋ-７

Ｒ-７

Ｒ戸７

年１２月現在）

公立／私立

公立

公立

公立

公立

公立

公立

公立

私立

公立

公立

前教育段階」を示す

（表は、筆者が作成）

(2)グローバル・ピース・スクール・プログラムに参加するまでの流れ

続いて、ＧPSPに参加するまでの流れを見ていこう。ＧPSPの目的は、子ども

に知識を与えること、子どもの権利に関する理解を深めること、そしてグロー

バルな行動の機会を与えることをめざした教育活動とアドボカシープログラムを

提供することである。また、南オーストラリア州のプログラムでは特に、地球上

の至るところで子どもに影響を与えている諸問題に若者が関わるのを促すことも

めざされてきた6．こうした目的を実現するために、ＧｐＳｐに参加するにあたり、

以下の３段階から成る流れで取り組みが進められている7．

第１段階は、「照会と情報」の段階である。ＧPSPは、それに興味を持った学

校がセーブ・ザ・チルドレンにコンタクトを取るところから開始され、その後の

３～６か月をかけて、学校とセーブ・ザ・チルドレンのスタッフによって、「国

連グローバル・ピース・スクール教育のクライテリア（UNglobalpeaceschool

educationcriteria)」(以下､｢クライテリア｣）に基づく事前の評価活動が行われる。
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そこでは、その時点でその学校がどのくらい平和や人権に関する活動やプログラ

ムに取り組んでいるのかが明らかにされる。また、ＧPSPの目的の共有や、プロ

グラムの実施に向けたプロフェッショナル・デベロップメントなどが行われる。

こうして、ＧPSPの目的に合致した取り組みをどのような場面でどのようにして

実践することができるのかを明らかにしていくのである。

続く「計画と参加」の段階では、プログラムの計画立案とそれに基づく実践

が行われる。これは言わば「試行期間」である。具体的な取り組みの内容は各

学校の状況に合わせて選択されるが、学校内のすべてのクラスにおいて、毎年、

SOP教材を利用した学習活動を実践することが義務づけられる。これにより、

その学校のすべての子どもが、人権や子どもの権利についての理解を深めたり、

オーストラリアの文脈において平和の文化を促進させるための価値観や傾向性

(dispositions)、スキルを発展させたりする機会を得られるようにすることがね

らわれているのである。また、５月の「セーブ・ザ・チルドレン週間」と、９月

２１日の「国連国際平和の日」祝賀会に毎年参加することが義務づけられる。

こうした取り組みを１年から１年半かけて行った後、その学校がGPSＰに

参加することを決めると、セーブ・ザ・チルドレンとの間で「協力の覚書（A

MemorandumofCooperation)」が交わされる。この覚書によってGPSＰへの参

加が正式なものとなれば、双方の合意が続く限り、両者の間の協力体制が維持さ

れ､ＧPSPに関連する実践が継続的に進められることとなるのである。これが､｢認

可、参加の継続、パートナーシップ」の段階である。

ＧPSPの参加メンバーとして認定されるまでの過程において、学校はまず、「子

どもの権利条約」と「人権に関する国連憲章」に示された原則に基づく平和と非

暴力の文化の構築に貢献しているという｢承認(RECOGNITION)｣を得る｡さらに、

国内外のセーブ・ザ・チルドレンとのパートナーシップの構築やネットワークへ

の参加、職員からのサポートやゲストスピーカー、教育上のリソースへのアクセ

ス、若者の参加やアドボカシーのためのプログラムやキャンペーンへの参加の機

会、セーブ・ザ・チルドレンが開催する会議やイベントで学校の活動を披露する

場などを得ることになる。教師はまた、プロフェッショナル・デベロップメント

のプログラムに参加する機会や、カリキュラム編成および授業実践に関するアド

バイスを受ける機会も得ることができる。

(3)教材「スピーキング・アウト・プログラム」の概要

続いて、ＳＯＰ教材の概要を見ていこう。ＳＯＰ教材は、自身の権利を主張する

ことができない子どもたちについて学習し、アドボカシー活動を行うことにオー

ストラリア人の若者を関わらせることをめざして作成された｡教材は９種類あり、

それぞれがパワーポイント形式にまとめられてＣＤに収められている８．表２は、

各教材のタイトルとそれぞれで扱われている主なトピックの一覧である。
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表２教材「スピーキング・アウト・プログラム」の概要

教材タイトル

子どもの権利

児童労働

紛争の中の

子どもたち

緊急事態に置かれた

子どもたち

水という貴重な資源

子どもたちの健康

アボリジニおよび

トレス海峡島娯民の

コミュニティ

社会を変える

難民

扱われている主なトピック

＊権利とは何か、子どもの権利とは、子どもの権利条約の内容、先
住民族の子どもの権利、権利と責任の関係
＊少年兵、児童労働

＊セーブ・ザ・チルドレンによる現地での取り組み

＊児童労働の定義、仕事のタイプ、教育へのアクセスのなさ
＊セーブ・ザ・チルドレンによる現地での取り組み

＊紛争地域に住む子どもの生活

＊貧困、教育、住居、難民キャンプ、少年兵
＊セーブ・ザ・チルドレンによる現地での取り組み

＊中等教育段階の生徒向けの雑誌記事の紹介

＊「緊急事態（IimesofEmeIgmcies)」の内容（戦争､紛争､自然災害）
＊セーブ・ザ・チルドレンによる現地での取り組み

＊セーブ・ザ・チルドレンによるオーストラリア国内での取り組み

＊水の入手方法、世界の水の平均使用量とオーストラリアでの使用量
自身の水の使用量、上下水道の整備状況
＊セーブ・ザ・チルドレンによる現地での取り組み

＊バケツに水を入れて運んでみることで、大変さを体験する

＊健康管理に対するアクセス改善の必要性
＊疾病の原因としての貧困と、疾病の現状
＊セーブ・ザ・チルドレンによる現地での取り組み

＊世界の水の平均使用量とオーストラリアでの使用量および使途

、

＊セーブ・ザ・チルドレンによるオーストラリア国内での取り組み

＊オーストラリア国内での先住民族の現状と、それに対するセーブ
･ザ・チルドレンの取り組み

＊「子どもの権利条約」の内容

＊「朝食を抜く/食べられない」ことが学校での活動に及ぼす悪影響
＊オーストラリアに住む子どもの約12％が貧困ラインを下回ってい

るという事実

＊子どもの権利を守るためにセーブ・ザ・チルドレンが行ってきた取
り組み

＊アフリカの学校と自身の学校の比較
*バングラディシュ、ブータン、エチオピア、ベトナムの現状と、
そこでのセーブ・ザ・チルドレンの取り組み

*セーブ・ザ・チルドレンによるオーストラリア国内での取り組み

＊「難民」の定義
*オーストラリアにおける難民の現状
*世界の難民の現状、難民キャンプの様子
＊セーブ・ザ・チルドレンによるオーストラリア国内での取り組み
*セーブ・ザ・チルドレンや他の援助団体による現地での取り組み

*子どもの権利条約の内容

(表は、ＳＯＰ教材の内容をもとに筆者が作成）
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各教材ではまず､セーブ･ザ･チルドレンの歴史や活動の目的の概要が説明され、

続いて各教材のタイトルと関連するトピックが取り上げられる。表２にあるよう

に、「子どもの権利とは何か」「児童労働の現状」「紛争地域に住む子どもの生活」

などがトピックとして取り上げられており、多様な社会的、文化的、経済的立場

にある子どもの状況をもとに､理解を深めさせようとしていることが見て取れる。

また、各トピックを説明する際には、オーストラリア国内外の具体的な状況が事

例として挙げられている。これは、ライアンが指摘していた、「国外の問題だけ

でなく国内の問題にも目を向けることが重要であるがこの点を十分に満たした実

践は少ない」という課題を乗り越える特徴であると言える。

トピックの選び方や事例の取り上げ方はさまざまであるが､いずれの教材でも、

パワーポイントのスライドを示しながら、教師あるいはセーブ・ザ・チルドレン

のスタッフが子どもに説明をするかたちで利用することが想定されている｡また、

すべての教材に共通する内容として、そのトピックに関する事実や用語の定義な

どの簡単な説明と、セーブ・ザ・チルドレンが行ってきた取り組みの紹介が含ま

れている。

セーブ・ザ・チルドレンのスタッフとしてＧPSPの推進のために中心的な役

割を果たしてきたハメット（Hammet,』.）によれば、通常は年に1回か２回、

ＧPSPの参加校にハメツトが出向き、スライドを見せながら３０～６０分程度の

説明と質疑応答を行うというかたちでＳＯＰ教材を使用していると言う。これに

より､子どもの権利に関する興味の喚起と学習機会の保障がめざされるのである。

ただし、ハメットによるＳＯＰ教材を使った説明はあくまでＧPSPの取り組み

の一端であり、各学校はそれ以外の時間を利用して講義や探究活動などを取り入

れた独自の取り組みを進めている。次節では､各学校での取り組みを見ていこう。

３．グローバル・ピース・スクール・プログラムの具体像とその成果

本節では、GPSＰ参加校の教師へのインタビュー調査の結果をもとに、各学校での

取り組みの具体像とその成果を明らかにしていく。

(1)調査の概要

表３は､ＧPSPの関係者に対して筆者が行ったインタビュー調査の概要である。

インタビューの対象としたのは、ＧPSPに参加して２年以上が経過している学校

である９．２年以上取り組みを進めている学校であれば、自校での取り組みに改

善を加えながら実践を展開することが可能であり、GPSＰの成果と課題や、より

良い実践のあり方を探るための示唆を得るうえで効果的だと考えたためである。

インタビューは、各学校でGPSＰのコーディネーターを務めている教師や管理

職教員を対象として､半構造化インタビューの形式で行った'0○主な質問項目は、

ＧｐＳｐに参加した経緯、特徴的な取り組みの具体像、GPSＰに参加したことによ
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る成果､ＧPSPに参加してみて感じた制約や課題､である｡それぞれのインタビュー

は、各学校において行った。また、ハメットに対するインタビューは、アデレー

ドにあるセーブ●ザ･チルドレンのオフィスにおいて実施した○以下では、イン

タビュー調査の結果をもとに、参加校の教師がどのような取り組みを行い、また、

GPSＰに関する成果をどのように見ているのかを明らかにしていく。

表３インタビュー調査の概要

学校・団体名

WestLakesShoreSchools

NorlhfieldPrimarySchool

m1ebartonSeniorCollege

ParafieldGardensR戸７School

PemmingtonJimiorPnmaｴySchool

SeatonHighSchool

SavetheChikhen

(GPSPを主導しているNGO）

インタビュー対象者

Medhurst,S・（副校長）

Scai企,Ｌ（教頭）

TｂnybE､Ｋ,（ｺー デｨﾈー ﾀー ）

Charles,，．（校長）

Poulain,V:（ｽｸーﾙｶｳﾝｾﾗー）

PalazovbS．（教頭）

Tbnkin,，．（校長）

Bowe鳥』．（ｺーデｨﾈー ﾀー）

Ｈａｍｍｅｔ,』．

(GPSP担当責任者）

調査日

2010年９月１日

2010年９月２日

2011年２月28日

2011年３月１日

2011年３月２日

2011年３月２日

2010年９月２日

2011年２月28日

(表は、筆者が作成）

(2)教師間での教育方針の共有

先にも述べたように、取り組みの過程ではリソースの提供やネットワークへの

参加に加えて、「クライテリア」に基づく実践の評価と変革が求められる。表４

に示したのは、「クライテリア」の一覧である。

表４から分かるように､クライテリアは「学校とコミュニティ」「カリキュラム」

「教室」の３つの視点から設定され、それぞれについて具体的な項目が示されて

いる。各学校には、セーブ・ザ・チルドレンのスタッフとともにこれらのクライ

テリアと自校の実践を照らし合わせ、すでに行ってきた実践の意味づけと今後行

うべき取り組みの方向性を明らかにしていくことが求められる。この作業を通し

て、自校で行う教育活動の方向性を教職員が共有し、共通の教育目的に基づく実

践に向けた教職員の協力体制を築くことが求められるのである。

インタビューの中で、ノースフィールド小学校（NorthfieldPrimarySchool）

のスカイフ（ScaifaL.）は、ＧPSPに参加したことによる最大のメリットとして

「クライテリアを明示することによって、出発点と明確な焦点を与えてくれた」

ことを挙げたi'・ノースフィールド小学校のみならず、インタビューを行ったす

べての学校において、学校の教育活動に明確な指針を与えてくれたということ
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がGPSＰの成果として挙げられた。ここからは､ＧPSPのねらいが各校に根づき、

実践に影響を与えていることが見て取れよう。

表４国連グローバル・ピーススクール教育のクライテリア

視点

学校とコミュニティ

カリキュラム

教室

クライテリアの内容

＊学校綱領に、子どもの権利を擁護し、平和の文化を構築するよう
な理念が含まれている。

＊学校の意思決定プロセスに子どもが参加することを重視し、支援
している。

*環境を保護し、維持するための態度と実践を促進している。
*教師と子どもが、多様性、人権、紛争解決の問題に丁寧に応える
よう促している。
*両親、他の学校、コミュニティ組織が平和構築と子どもの権利に

関する活動に参加し、共有するよう求められている。

＊カリキュラムには、ローカルなパースペクティブとグローバルなパ

一スペクティプを含んだ、平和構築と子どもの権利に関わる現代

的な問題が含まれている。

＊カリキュラムには、個人的平和、関係的平和、環境的平和を含む

重要な学習経験が含まれている。
＊カリキュラムには､平和構築および子どもの権利に関連する､重要で
連続的な、そして学校教育の各段階のすべての子どもの個別のニー
ズにとって適切な態度と価値観、スキルの発達が示されている。
＊カリキュラムは、環境的に持続可能な構想および実践と関連して
おり、そうした構想および実践を含んでいる。

＊カリキュラムは包括的なものとなっており、人種や宗教、文化的
な多様性に敬意を払っている。
*報告および評価の手続きには、平和構築と子どもの権利に関する
理解および実践が反映されている。

＊教室の環境は、包摂や参加、協力、コミュニケーションを促進し
ている。

＊教室での活動は子ども中心であり、子どもがさまざまなリソース
を使ったり交流し合ったりするのを促している。
＊教室での活動は、子どもの権利を中心に据えた、大きな変化をも
たらすような学習経験、理解、行動を支援するものであるととも
に、平和と非暴力の文化の構築を賛美している。
＊子どもは、平和の文化の構築を支援し、子どもの権利に敬意を表
すように行動するよう支援され、エンパワーされている。
＊子どもは批判的に考え、子ども一人ひとりの権利保障を基礎とす
る平和の文化の構築に関わる理解とスキルを共有する可能性を模
索するよう促される。

＊教室経営の手続きと実践には平和構築の理念が反映されており、
安全で、守られており、育ててくれる学習環境に関するすべての
子どもの権利が尊重されている。
＊子どもは、学校内および、より広いコミュニティでの、子どもの
権利を支援する経験および平和の文化の構築に関する経験を共有
するよう促されている。

(表は、ＧPSPのクライテリアを示したリーフレットをもとに筆者が作成）
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(3)

ＧＰＳＰヘの参加校はすべて、参加する以前から子どもの権利や地球的諸問題に

関心を持ち、これらに関する教育活動を実践していた。その背景には、各学校

が多くの移民や難民の子どもを受け入れてきたことが挙げられる。人権がおびや

かされる状況の中で育ってきた子どもへの支援や、多様な社会的、文化的、経済

的背景を持つ子どもが協調できる学校づくりを志向した取り組みを進める中で、

GPSPの目的に賛同し、参加を決めたのである。そのため、自校の理念や教育方

針を大きく変更した例は見られなかった。しかしながら、ＧPSPの方針を学校の

すべての教職員が共有することによって、その実現に向けて現行の教育活動の意

味を問い直し、改善すべき点を改善しながらより良い実践の実現をめざして取り

組みを進めていくことが可能になったことが､インタビューの結果から示された。

教育活動を軸とした学校、家庭、地域の連携としての展開

続いて、自校の実践を見直し、新たな取り組みを開始した学校として、パラ

フイールド・ガーデン小学校（PalafieldGaIdensR7SChool）の例を見ていこう'2。

パラフイールド・ガーデン小学校は就学前から第７学年までの児童が通う初等

学校であり、2008年にGPSＰに参加し始めた。

この学校には、従来からベトナム人やクメール人の児童が多数在籍しており、

多文化の色彩が強かった。同校のある地域では人種差別が問題となっており、社

会的にも経済的にも貧しい人々が多く生活していたと言う。学校や地域のこう

した状況を背景として、同校ではGPSＰに参加する以前から、職業指導や他者と

ともに活動するための能力を育てることをめざした取り組みなどに力を入れてき

た。また、貧しい家庭に育つ児童への支援の一環として、朝食プログラムや多文

化共生に向けた取り組みを行っていた。この朝食プログラムを通してセーブ･ザ・

チルドレンとの関わりを持ち始めた同校は、ＧPSPの目的と自校の取り組みとの

親和性に鑑みて、GPSＰへの参加を決めたと言う。

チャールズがGPSＰに関する特徴的な取り組みとして挙げたのが、児童、教職

員､保護者､地域住民が参加して進められた「平和の庭（peacegarden)」プロジェ

クトであった。これは､オーストラリアの在来種の中からいくつかの植物を選び、

それを学校の庭に植えて育てるというプロジェクトである。

このプロジェクトを進めるにあたり、同校では意識的に、教職員と保護者や地

域住民との対話の機会を増やしたと言う。この対話を通して児童をどのように育

てていきたいのかということに対するビジョンを共有することがめざされたので

あるが、その過程において保護者や地域住民同士の関係も向上し、教職員と保護

者や地域住民､保護者や地域住民同士の間に協力的な雰囲気がつくられていった。

教職員、保護者、地域住民が教育上の「哲学」を共有し、共同で子どもを育てて

いくという環境がつくられることによって、「文化の変化（cultu配change)」が

起こり、より安全で協力的な学校での教育活動が進められていったのである'3。
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(4)

この取り組みにおいて、学習者である児童が必ずしも地球的諸問題や子どもの

権利に対する理解を深めたというわけではない。しかしながら､ＧPSPの目的が、

学校と家庭と地域が連携して児童を育てるうえでの核を提供していたことが分か

る。すなわち、前項で述べた「教師間での教育方針の共有」にとどまらず、教職

員が保護者や地域住民とともにＧPSPの目的に基づく取り組みを展開することに

よって、三者の連携が促され、ＧPSPの目的を実現するための学習環境および生

活環境が児童に提供されるに至ったのである。また、チャールズがインタビュー

の中で、「〔GPSＰへの参加の中で行ってきた取り組みは、自校に:筆者注〕コミュ

ニティ・スクールとしての自信とプライドを与えてくれる。そしてそのプライド

は児童にも伝わる」と述べたように、教職員、保護者、地域住民の連携によって

つくりだされた学校の「文化」自体が、児童の価値観や自己認識の育成に影響を

与えるようになったことも示された。

学校全体のカリキュラム改革としての展開

続いて、GPSＰへの参加を契機として学校全体のカリキュラム改革というかた

ちで取り組みを展開したシートン高等学校（SeatonHighSchool）の例を見てい

こう。シートン高等学校では､GPSＰ参加以前から設定していた｢社会と環境｣｢芸

術」「国際学習」「英語」「科学」「保健体育と子ども学習」「LＯＴＥ（同校では日本

語を選択)」「科学技術学習」「数学」という９つの学習領域のうち、「LOTE」「科

学技術学習」「数学」を除く６つの学習領域において､ＧPSPと関連する学習テー

マを設定し、実践するようになった。

表５は、シートン高等学校で設定されている学習領域と、各領域における

GPSＰに関連した学習テーマの一覧である。表から、たとえば「社会と環境」の

学習領域ではフェア・トレードや難民などに関する学習単元が、「芸術」では

平和と関連する彫刻などに関する学習単元が、「国際学習」では地球的諸問題や

NGOなどに関する学習単元が設定されていることが分かる。

ＧＰＳＰヘの参加を決めたとき、同校では既存の学習領域やカリキュラムと切り

離された「新たな」学習活動としてＧPSPに関連する学習活動を実践するのでは

なく、既存の学習領域やカリキュラムの中に組み込むことを意識したという。こ

れは、新たな活動として設定するとその学習を行うための時間の調整が困難にな

るとともに、生徒にとっても負担となりやすいためであったＩ４ｏＧＰＳＰに関する

教育活動の実践可能性を最大限に生かすために、教材選択やカリキュラム編成を

工夫して、既存の学習領域に組み込むかたちで取り組みを進めているのである。

同校では、各学習領域における教育内容の決定や授業の進め方は基本的に実践

者である教師一人ひとりに任されている。また、表５に示したすべての学習テー

マが、GPSＰへの参加によって新たに加えられたというわけでもない。ＧＰＳＰで

掲げられるクライテリアを学校の教師全員が共有することによって、各教師が自
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身の担当学習領域の教育内容を検討し、すでに実践していたものも含めてGPSＰ

の目的に沿った学習テーマの単元をカリキュラムの中に意識的に位置づけていっ

たことが、同校の特徴であると言える。

表５シートン高等学校におけるＧPSPに関連する学習テーマの一覧

＊アパルトヘイトについての

学習

＊冷戦

＊南アフリカの歴史

＊暴力、虐待、占領への抵抗
＊第二次大戦の本質

*企業の社会的責任
＊低賃金労働
＊差別に関する倫理的問題

＊平等な雇用機会
＊放し飼いのニワトリとかご

に入れられたニワトリ

＊描画プロジェクト：Ｔｗｏ

sidestotheStory

＊平和をテーマとした石の彫

刻作品

＊一般に公開されている完成

品

＊他文化の芸術家に目を向け
ること

＊生徒がつくった、性行動お

よび性感染症から身を守る

方法に関する制作物

＊自尊感情

＊諸国についてのグローバル
な知識

＊環境、平均余命、政治、リ

テラシー、地理

＊グローバル・ピース・デイ

＊地球市民の式典と諸問題

社会と環境

＊自由貿易
＊フェア・トレード

＊グローバル化

*観光産業

＊持続可能な観光産業
＊エコツーリズム

＊信頼できる観光産業

＊第一次大戦および第二次大

戦の原因

＊マイノリティ・グループの

迫害

＊スケープゴート化／悪魔化

＊ファシズムの台頭

芸術

＊国連が出版した『ライオン

の影の中のマリア』をもと
に、生徒によって書かれた

劇

＊台本による劇

｢奇跡(Miracles)」の上演

＊共同芸術作品「愛、土地、
お金」

国際学習

*国連の設立、組織、役割、
グローバルな活動

＊先進諸国と開発途卜園

＊研究とシミュレーション

＊国際法と国際協定

＊オーストラリアにおける人

権と国際的な人権
*難民

*強制労働

＊アメリカにおける奴隷

＊ロシアにおける農奴制

*植民地主義、搾取、人種差
別主義、抵抗運動
＊ナチスドイツ

*マルチメディアに関する倫

理、プライバシーと作品の

使用に関する問題、コミュ

ニケーション、レクリエー

ション、エンターテイメント

＊自画像

＊自分自身を見つめること

*倫理上の問題と法律上の問

題

＊ＲｅｇＥｅｎschoolと剰窃の分析

＊問題探究のモデリング：地
球温暖化

＊NGOの範囲、目的／役割、

資金、プログラムと援助、

実例、有効性

＊生徒が選んだ地球的諸問題：公衆衛生、 ＊メディアへの気づきとジャーナル執筆

少年兵、難民、エイズ
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英語

＊ハーパー・リーによる読み物と視覚教材 ＊TheDivineWindのテキスト分析

『アラバマ物語』についての学習

＊現在起きている問題に関する学習
＊検閲

＊親／10代の少年少女
＊関係方略

＊柔軟な学習の機会：菜園プロジェクト
＊植樹

*文化的多様性

*人種差別主義

*少年院
*アボリジニの人々の文化
*帝国主義

＊テキスト：Taronga
*相手に敬意を払った関係とドメスティッ
ク・バイオレンスの問題

科学

*生態系

*石炭、ガソリン、代替エネルギー
*温室効果

保健体育と子ども学習

＊国連子どもの権利

＊開発における子どものケアと遊び

LＯＴＥ 爺､学技術学習 数学

なし なし なし

(表は、SeatonHighGlobalPeaceSchoolCuITiculumMapping2009をもとに筆者が作成）

グローバル教育で扱われる地球的諸問題は複雑かつ相互に関連しあっている。

そのため、地球的諸問題の原因や現状を把握したり、その解決策を考えたりする

際には、学際的な視点で分析したり理解したりすることが重要となる。また、地

球的諸問題に対する関心を高めるためには、学習する機会を増やすこと自体にも

大きな意義がある。教師一人ひとりの取り組みを基盤としながらも、ある特定の

学習領域での授業づくりやカリキュラム編成にとどまらず、学校全体のカリキュ

ラムを見直し、改善することによって、学校を挙げた具体的な取り組みを進める

ことが可能になっているのである。

４．グローバル・ピース・スクール・プログラムの課題

続いて､ＧPSPが乗り越えるべき課題について見ていこう。インタビューにおいて、

どの学校からも、ＧPSPの課題が明示されることはなかった。これは、GPSＰへの参

加によって義務づけられるのがSOP教材を利用した学習活動を年に１．２度程度行

うことやいくつかのイベントに参加するということだけであり、多くの部分が各学校

の自由裁量に任されているため、実践に制約を受けることがなかったためであると考

えられる。しかしながら、各学校でのＳＯＰ教材の使われ方や、各学校で行われてき

た取り組みの内容および取り組みに対する教師の意識からは、ＳＯＰ教材の抱える制

約が見えてくる。
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まず、各学校でのインタビューを通して、ＳＯＰ教材は必ずしも十分に利用されて

はいないことが明らかとなった。ハメットが各校を訪れてプレゼンテーションを行う

以外に､各学校が独自でこの教材を利用したという事例は見られなかったためである。

ここからは、ＳＯＰ教材だけで十分な実践を行うことは難しいと教師が感じ、独自の

取り組みを行うための工夫をしていることがうかがわれる。

また､パラフイールド･ガーデン小学校のチャールズはインタビューの中で、グロー

バル教育を実践する際には探究活動およびグループ活動を行うことに加えて社会的行

動（socialaction）を行うことが非常に重要であると考えていると述べた。知るべき

ことを知るとともに、活動するための知識とスキルを身につけ行動することが「地球

市民性（globalcitizenship)」であり、「社会を変える（makingadifference)」ために

不可欠の要素であると考えてきたためである'５．

先述のように、ＳＯＰ教材で想定されているのはセーブ・ザ・チルドレンの取り組

みを軸とした子どもの権利についてのプレゼンテーションと質疑応答である。そこで

は、子どもにいくらかの新たな知識を提供することや興味を喚起するための契機を作

り出すことはできる。しかしながら、チャールズが学習の重要な要素として挙げた探

究活動やグループ活動､社会的行動などは､ＳＯＰ教材だけでは実践することが難しい。

すなわち、ＳＯＰ教材が採用している「パワーポイントを利用したプレゼンテーショ

ン形式」自体に制約があるのである'6．グローバル教育の理論的基盤を提供している

コルダーやフイエンの所論においても、探究活動や他者との協同的な学習、問題の解

決に向けた行動への参加などが重要な学習の要素として挙げられていた。この点に鑑

みれば､SOP教材は､理論研究の成果を十分にふまえた実践を可能にする教材とはなっ

ていないことも指摘できよう。

ただし、国内外で実際に援助活動を行っているセーブ・ザ・チルドレンが作成した

SOP教材を用いて、援助活動の実態を熟知したスタッフによって行われるプレゼン

テーションは、子どもに強い印象を与えるものとなりやすい。また、ＳＯＰ教材を契

機としてＮＧＯの取り組みに目を向けたり、学習を深めるためのインタビューの相手

としてスタッフとの交流を行ったりするなど、探究活動を展開するための足がかりと

してＳＯＰ教材を利用することができるという面もある。したがって、ＳＯＰ教材その

ものの改善を図ることに加えて、ＳＯＰ教材の効果的な使い方や学習活動の発展の可

能性を吟味していくことが重要な課題であると言えよう。

５．グローバル・ピース・スクール・プログラムに見る今後の研究課題

ここまで、GPSＰにおける取り組みの具体像と、参加校から見たGPSＰの成果と課

題を明らかにしてきた。本節では、以上の検討をふまえて、GPSＰから示唆される今

後の研究課題について考察する。

先述のように､ＧPSPに参加しているすべての学校から挙げられたGPSＰの成果が、

学校の教育活動に明確な指針を提供するというものであった。学校のすべての教職員
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が「クライテリア」を理解し、その実現に向けた教育活動のあり方を考え、実践する

というかたちでGPSＰが利用されていたのである。また、パラフイールド・ガーデン

小学校では、教職員、保護者、地域住民が教育上の「哲学」を共有し、それを実現す

るために協力することによって、児童の成長をはかっていくという取り組みを進めて

いた。さらに、シートン高等学校では、ＧPSPの示す「クライテリア」に基づいて、

可能なかぎりの学習領域において地球的諸問題に関連する学習を取り入れるというカ

リキュラム改革を進めていた。

グローバル教育を進めるにあたり、安定的かつ長期的に多くの子どもを対象とし

て実践することができるという点で、学校教育には大きな可能性がある。しかし、あ

る授業でどれほど他者への思いやりの重要性や協力的な活動の重要性を子どもに投げ

かけたとしても、また、ある学習領域において体系的に地球的諸問題に関する学習活

動を位置づけたカリキュラム編成を行ったとしても、その授業や学習領域から一歩外

へ出たり教師が変わったりすればそうした学習がなくなってしまうということになれ

ば、子どもの真の生き方にはつながらない。さらに、コルダーとスミスが指摘してい

るように、教材や教育内容の選択、教師や子どもの立ち居振る舞いなどに隠れている

無意識の思い込みや偏見なども子どもの価値観形成に大きな影響を及ぼすため'7、こ

れらを鋭く暴きだし、立ち向かうことも重要である。本稿で検討してきたGPSＰの実

践からは、こうした課題を乗り越えるために、学校全体の教育上の「哲学」を明確に

し、共有するとともに、それを実現するための学校・家庭・地域の連携やカリキュラ

ムなどの体制を整えることで可能となる「学校文化の醸成」および「その学校文化の

中における子どもの育成」というかたちでグローバル教育を展開していくことの重要

性が示されている。

「1．課題設定」で述べたように、これまでの先行研究においては、授業づくりお

よびカリキュラム編成のあり方という側面に焦点があてられてきた。しかし、本稿で

の検討をふまえると、これら２つの視点に加えて、「学校づくり」という視点も含め

た理論構築および実践の構想が必要となることが分かる。この作業を進めていくこと

が、豊かなグローバル教育を実践していくうえで今後取り組んでいくべき研究課題の

1つになると言えよう。

GPSＰに対する認知度は依然として高いとは言えない。また、関心を持った学校が

任意に参加するため、批判も含めた十分な議論がなされているとは言えない状況でも

ある。しかしながら本稿で検討してきたように、ＧPSPには教材の形式に制約も見ら

れるものの、これまでの開発教育およびグローバル教育を理論的にも実践的にも発展

させていくための可能性が秘められている。GPSＰへの参加校が着実に増加している

現状に鑑みれば､参加校の取り組みの成果と課題をより詳細に検討することによって、

これまでの開発教育論およびグローバル教育論を再検討し、再構築するとともに、新

たな理論に基づく実践のあり方を明らかにしていくことができるだろう。以上を今後

の課題とする。
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*本稿は、平成２１～２２年度科学研究費補助金（若手研究（スタートアップ)）「オー

ストラリアの開発教育の教育方法学的研究一開発教育論の再構築と実践の探究」（課

題番号21830093／研究代表者：木村裕）の助成を受けて行った研究の成果の一部

である。

[註］

’拙稿「オーストラリアのグローバル教育プロジェクトの基本的構想とその特質」『京

都大学大学院教育学研究科紀要』第５５号、2009年、ｐｐ､377-390.
2拙稿「コルダーとスミスの開発教育論に関する一考察一オーストラリアにおける

理論的到達点を探る」『京都大学大学院教育学研究科紀要』第５３号、２００７年、

ｐｐ､246-259、および、拙稿「フイエンの開発教育論に関する一考察一開発教育と批

判的教育学との関わりに焦点をあてて｣『京都大学大学院教育学研究科紀要』第５４号、

２００８年、ｐｐ､l93-205o

3NGOの中にはＧＥＰと深く関わりながら活動しているものもあるが､本稿で取り上げ

るGPSＰは、ＧＥＰの取り組みやその成果を意識しつつも、連邦政府や州政府から独

立して進められているグローバル教育に関する取り組みの代表例である。

イRyan,Ａ､,msGjW"g助oz4gﾉｩ?耐eRo花q/Deveﾉbpm”rEこんcα”"加刈“”"α"ﾉVGOs，

Ｐｈ.Ｄ,thesisfbrFlindersUniversity,Australia,１９９１．

５たとえば、教育社会学の分野における「隠れたカリキュラム」研究の成果は、こう

した点を鋭く指摘している。

６セーブ・ザ・チルドレンのGPSＰ紹介用リーフレット（SavetheChildIcn,Ｇﾉb6aノ

Ｐｾz,ceSﾋﾙＣＯﾉEmg7z17"dｾvEﾉqpaﾉﾋＷﾙe”“Ｍ７ｒｊｏ,fs)、ｐ,６．

７同上リーフレット、ｐｐ､8-9.
8ハメットによれば、この教材は、南オーストラリア州におけるＧＥＰの担当組織であ

るグローバル教育センター（GlobalEducationCentre）のウィルディー（WildyぅＭ､）

らによるコンサルティングを受けながら作成された。また、「南オーストラリア州の

カリキュラム、スタンダード、アカウンタビリテイ（SouthAustmlianCurTiculum，

StandaIdsandAccountability)」フレームワークや『グローバル・パースペクティブ

（CommonwealthofAustralia,Ｇﾉb”ﾉP”ﾌec"Mes:4s"”"e”o"gﾉb6aﾉezjﾚｲ“""ﾉbｒ

４“"zJjjα"ScﾙＣＯ耐,CurTiculumCorporation,Australia,2002)』と関連づけられており、
学校教育の場で実践しやすくするための工夫がなされている。

９ただし、ハッカム・ウエスト小学校（HackhamWestSchools）については調査日程

が合わず、調査を実施することができなかった。

!ｏここで言う半構造化インタビューとは、いくつかの「構造化された質問」を設定し

たうえで、前もって質問の厳格なワーディングや順番などを決めることなく、明ら

かにしたい質問や問題のリストにしたがってインタビューの大部分を進行するとい

う形式のものを指す（メリアム（堀薫夫他訳）『質的調査法入門一教育における調査

法とケース・スタディ』ミネルヴァ書房、２００４年、ｐｐ・lO6-lO9)。

'’２０１０年９月２日に、筆者がスカイフに対して行ったインタビューに基づく。

'２パラフイールド・ガーデン小学校に関する以下の情報は、２０１１年３月１日に、同

校で筆者がチャールズに対して行ったインタビューに基づく。
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'３その他にも、難民に関する学習、捕鯨に関する学習、環境についての学習、衣食住

に関する学習、セーブ・ザ・チルドレンが中心となって進めているハーモニー・デ

イを祝う活動、アボリジニの人々に関する学習などを行っている。

'４オーストラリアでは、特に初等教育段階の場合、各学校でカリキュラム編成を行う

際の学校や教師の自由度はかなり高いが、中等教育修了資格試験（南オーストラリ

ア州ではSouthAustmliaCertificateofEducation）の存在を背景として、特に第１１

学年および第１２学年になると、各学校の自由度はほとんどなくなってくる。

'sチャールズへのインタビューに基づく。

'‘この点についてはセーブ・ザ・チルドレンのハメット自身も、ＳＯＰ教材はあくまで

グローバル教育を行う際のきっかけを作るものであり、その十分な実践のためには

ＳＯＰ教材使用後に探究学習や他者との議論などを十分に行う必要があることを指摘

していた（2011年２月２８日に筆者がハメットに対して行ったインタビューに基づ

く)◎

l7Calder,Ｍ､＆Smith,Ｒ､,ＡＢｅ"er恥rﾉ｡/br4":DeveﾉQp碗e"/Ｅ血cα"o"./bバルｅ

Ｃﾉ“smo"'(Book〃,AustralianGovernmentPublishingService,Australia,1991,

pp､69-71.
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AchievementsandPmblemsofGlobalPeaceSchoolPmgramin
Australia：

AnewevolutionofglobaleducationpracticedbyNGO

YUtakaKnViURA（UniversityofShigaPre企cture）

Recentlytherearemanyglobalissuestobesolved・Globaleducationisoneof

theeducationalactivitiestofbsterglobalcitizenswhotendtoaddresssuchissues・

InAustralia,globaleducationhasevolvedfiromdevelopmenteducationandbeen

practicedbythefEdeIalgovemment,teachersinschools,researChersandNGOs・

ＮＧＯｓｈａｖｅｂｅｅｎｏｎｅｏｆｔｈｅｍａｉｎａｃｔｏｒｓwhichhaveimplementedglobal

education・Recently,howeveEthereisnoresearchｏｎｔｈｅｒｏｌｅｏｆＮＧＯｓｉｎｔｅｒｍｓｏｆ

ｇｌｏｂａｌeducation,SoIfbcusedontheprQjectnamed“GPSＰ（GlobalPeaceSchool

Proglam）ｉ'ledbySavetheChildrenAustralia・

GPSPhasbeenconductedinSouthAustraliasince2006,Itnotonlyprovides

uswithgoodexamplesabouthowtoimplementglobaleducationinschoolsbutalso

setsupanewresearchperspectiveorchallengetodevelopstudiesinthefieldof

globaleducation・

Ｓｏｔｈｅｐｕｒｐｏｓｅｏｆｔｈｉｓｐａｐｅｒｉｓｔｏｒｅｖealtheachievementsandproblemsof

GPSRTbaccomplishthispulpose,ＩＣＯllecteddocumentsaboutGPSPandconducted

interviewswithteachersofseveralschoolsparticipatingtoGPSPandastafTofSave
theChildren・

Throughtheresearch，Ｉｐｏintedoutthefbllowingachievementsand

problemoftheprogram､Theachievementsarethatl）GPSPprovidesschoolswith

theeducationalpolicytobesharedbyteachers，whichhelpsteachersestablish

cooperativefi｢amework,２）teachers,parentsandlocalresidentsestablisheda

cooperativerelationshiptodevelop''educationalculture''，whichgavestudents

asuitablelearningenvironmenttobecomeaglobalCitizen,ａｎｄ３）GPSPled

curriculumrevolution・ItwasalsofbundthatteachingmaterialsfbrGPSPhasa

limitationtoimplementglobaleducationeffectively・

Basedonthesefindings，Ialsopointedoutthatatheoryestablishment

abouthowtobuilda'，schoolculture側，inadditiontolessondesignandcurriculum

development,isrequiredtodevelopglobaleducationtheoriticalyandpractically．
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【第１４回大会講演会報告】

オーストラリアにおけるメディア・リテラシー教育

一西オーストラリア州を事例として－

中村純子

(東京学芸大学大学院連合学校教育学研究科・川崎市立西生田中学校）

【キイ・ワード】メディア・リテラシーカリキュラム西オーストラリア州

１．メディア・リテラシー教育の意義と研究の目的

メディアは知識と情報を伝え、民主社会を構築するツールである。メディア・リテ

ラシーはメディア情報をクリテイカルに読み解き、自らの情報発信に活用する力であ

る。社会に主体的に関わるシチズンシップを形成する上で重要な能力である。

オーストラリアは、幼稚園（K）から１２学年までのメディア・リテラシー教育の

カリキュラムを定めた世界で最初の国である（Kubeyl997)。中でも、先進的に取り

組んできた西オーストラリア州（以下、ＷＡ州）の教育史から、日本のメディア・リ

テラシー教育を考えていきたい。

２．ＷＡ州におけるメディア・リテラシー教育史

オーストラリアでは１９７０年代に、白豪主義を撤廃し、移民法を改正した。この改

正に伴い、ＷＡ州では、高等学校に在籍する生徒数が急増した。多様な人種から構成

される教室では、伝統的な英文学の授業が成立せず、新しい母語教育の授業を開発す

る"NewEnglish''運動が展開した（Quin2003)。これはグループワークによる表現

活動から学びを促し、自発性､創造性を養うことを目標とする実践開発の運動である。

その実践の一つに映画制作が取り入れられた。映像の魅力とチームで制作に取り組む

楽しさによって､言語活動が促された。これが､肯定的なメディア観を持つメディア・

リテラシー教育の基盤となった。

そもそも、メディア・リテラシー教育はイギリスでは、若者に対するメディアの

悪影響を予防する否定的なメディア観から始まった。１９３０年代、イギリスではアメ

リカの大衆文化の流入を危慎し、伝統的なイギリスの高級文化を保持するために、低

級文化を分析するリーヴィス主義の活動から学校教育での実践が行われた。１９５０年

代には、ホガートやウィリスによってアメリカの大衆文化に接し変容する労働者階級

の文化やリテラシーに着目した研究が展開された。１９７０年代は英国映画協会（BFI）

の指導のもとに、中等教育や大学教育にメディア･スタディーズの教科が制定された。

ＷＡ州では１９７０年代にこうしたイギリスの動向に学び、１１．１２学年を対象とし

たメディア・スタディーズ科が設置された。初期のメディア・スタデイーズ科では、
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アメリカのマス・メディア論から援用したメディアのメッセージの発生と受容を一方

通行でとらえる線的なモデルが基盤となった。映画制作などのメディアを活用した活

動によって、メディア理論を理解することが目標とされた。実際には、制作活動に重

点が置かれ、批判的分析の実践は深化していなかった。

１９８０年代、イギリスでは労働者階級の成人教育として、サブ・カルチャーの分析

から社会構造を批判するカルチュラル･スタディーズが隆盛した。ホールの｢エンコー

ド・デコード」理論とモーリーのオーディエンス理論が打ち出され、コードによって

構成されたメディア情報を多様なコンテクストを持つオーディエンスが能動的に多様

な意味で読み解くという基礎理論が確立し､メディアの分析研究が展開した｡マスター

マンはこうしたカルチュラル・スタデイーズの分析理論を学校におけるメディア教育

カリキュラムとして整序した。

ＷＡ州教育省ではこうしたイギリスをはじめとする欧米圏の動きを取り入れ、メ

ディア・スタデイーズ科のカリキュラムを改訂した。１９８６年に「コードとコンベン

ション｣｢オーデイエンス｣「コンテクスト｣､1987年に｢表象｣の概念を導入した(Qui、

＆McMahon2008)。

「コード」とは「語りにおける意味を構成する要素」であり、「コンベンション」と

は｢コードの活用方法｣である。「オーディエンス｣とは｢情報を解釈し意味づける主体」

である。「コンテクスト」とは「オーディエンスの'情報の解釈に影響を与える背景の

文脈」である。「コンテクスト」には社会的、政治的、商業的、文化的、宗教的な要

素を含む。メディアをこうした概念の枠組で分析することによって、それまで映像制

作を中心とする活動型､体験型の学習であった「メディア･スタディーズ｣科が､メディ

ア分析を中心とする理論的でアカデミックな教科へと切り替わった。これには、ＷＡ

州カリキュラム委員会にカルチュラル・スタディーズの研究者が参加したことが大き

く影響している。

１９９０年代、オーストラリアでは、アウトカム・ベースの共通評価フレームワーク

を設定するカリキュラム改革が行われた。ＷＡ州では1998年に『ＷＡ州における幼

稚園から１２年生までの教育のためのカリキュラム・フレームワーク』が出された。

この'LeamingbyDoing'の思想に基づくカリキュラム改革によって、再びメディア

制作活動が多く取り入れられた。つまり、制作活動はメディア理論の学習内容の理解

を示す課題として位置づけられたのである。

2005年には教科名を｢メディア制作と分析(MediaProductionandAnalysis)｣とし、

メディア理論と制作実習とのバランスのとれた学習内容へ改訂された。カリキュラ

ム委員会よりシラバス、学習指導資料、評価基準が提示され、２００６年には１１学年、

2007年には１２学年に導入され、大学入学資格試験も実施された。

さらに､母語教育としての英語科カリキュラムにも｢コードとコンベンション｣｢オー

ディエンス」「コンテクスト」の概念が導入され、多様なメディアをテクストや課題

として扱うようになった。
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３．今後の課題

以上のＷＡ州の教育史から、メディア・リテラシー教育においてコア概念の導入

がメディア分析の質を高め、カリキュラムを発展させる上で重要な要素であることが

わかった。日本の国語科教育において、メディア・リテラシーを指導する上で、コア

概念を導入し、カリキュラムを再構築することが今後の課題である。

【参考文献】

KubeyR（1997）；MediaEducation：PortraitsofEvolvingField，MediaLiteracyin

thelnfbnnatio、Age:CurrentPerspectives,TransactionPublisherspp・l-11

Quin,Ｒ(2003)''AGellealogyofMediaStudies'iTheAustralianEducationalResear℃hen

Vblume30,Ｎｕｍｂｅｒ１，ｐｐ・lOl-l21

Quin,RandMcMahon,』（2008）'Audiences'，'MediaTもaching'',editbyAndrewBum，

CalDunPant,AATEInterflceSeries，ｐｐ､81-104
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【動向紹介】

教育機関に対する消費者意識の一側面

一オーストラリアにおける出版業界の動向から－

伊井義人（藤女子大学）

はじめに

「どの学校を選択するのか」という命題に対して、オーストラリア国民の多くは、

これまで無縁の生活を送っていた。もちろん、私立中等学校、一部の選抜制の公立中

等学校、そして高等教育機関を選択する時には、いずれの教育機関が、自ら（の子ど

も）に適しているかを検討して国民がいたことは間違いない。

実際に、１９９１年からは、高等教育機関への進学の際の指標として『ザ。グッド・

ユニバーシティ・ガイド（TheGoodUniversitiesGuide)』が出版されている'。ま

た、1996年から2001年までは、ヴィクトリア州に限定されるが、中等教育修了資

格（VictorianCertificateofEducatio､）に関わる情報が「リーグテーブル（league

table)」として、新聞紙上で公表されていた2．これらは高等教育や中等教育機関の

教育成果を単純化・数値化し、州内の世論を喚起する役割を担っていた。

このように学校選択を意識してきたオーストラリア国民は実際に、これまでも存在

していたが、これは一部の教育熱心な人々に限定されていた。つまり、受験が一大イ

ベントとして位置づく東アジア諸国と比べると、教育機関を選択する「消費者意識」

を有する国民は少数派に過ぎなかったといえよう。

しかし、近年、その傾向が少し変化してきたといえる。オーストラリア国民が、消

費者意識を持ちつつ、教育機関と接していく「雰囲気」が垣間見られるようになった

のである。そのような状況を最もよく反映しているのが出版業界ではないだろうか。

例えば、われわれ外国人研究者が必ず立ち寄る空港には、必ずと言って良いほど、書

籍や新聞､お菓子や飲み物が売られているニュース･エージェンシーがある｡そこでは、

その時々のベストセラーとなっている書籍の背表紙をほぼ把握することができる。筆

者は、空港に行くたび、このような店に立ち寄るが、これまで「教育書」には出会っ

たことがなかった。これまでも、都市部のニュース･エージェンシーでは、先述の『ガ

イド』を見かけることはあった。しかし、日本の書店では頻繁に販売されている「中

学・高校・大学受験」に関わる書物を、オーストラリアで見かける機会はなかった。

ただし、2009年には『学校選択：オーストラリアにおける両親は、新しい学校市

場をどのように切り抜けていくのか』３という本が、学術書として出版されている。

同書の裏表紙には「私立学校が開放され、公立学校への批判が一般的になるにつれ、

正しい学校を探すことへの家族のプレッシャーは増してきた」と書かれている。つま

り、この時点において、学校選択に伴う保護者の教育への関心は、既に研究者の間で
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↓ま周知されつつあったといえる。

そして２０１１年８月、筆者は一冊の本（『私の学校』）と巡り会う。その題名とおり、

同書には「私の学校ウェブサイト（myschoolwebsite)」の活用方法が事細かに、保
護者に向けて解説されていた。

本稿では、近年のオーストラリアの書籍の出版状況の一部を鑑みることを通して、

同国における教育機関に対する消費者意識の一端を紹介することを目的としている。

ここでは「出版」という概念を幅広く定義し、インターネットを通した情報提供を含

めて紹介したい。

もちろん、本稿で紹介する動向のみをもって、オーストラリアにおける教育機関に

対する消費者意識が高まっているとの結論を容易に出すことには慎重になるべきであ

る。しかし、これらの書籍の出版状況が、教育に対する国民意識を変化させている一

因となっていることは間違いないであろう。

１．「私の学校ウェブサイト」の影響

近年の教育機関への国民意識の変化をもたらす契機となったのが、2008年か

ら実施されている全国共通学力調査（NationalAssessmentProgram:Literacyand

Numeracy:NAPLAN）と、２０１０年１月から公開された「私の学校ウェブサイト」で

ある4．前者に関しては、学力成果の州間比較が教育関係者の間で話題となった。つ

まり、主に教育関係者の間で「競争意識」を醸成する役割を担ったのである。また、

NAPLANの成果をもとに「私の学校ウェブサイト」が作成され、その競争相手が各

州から学校段階まで引き下げられることになる5．それと同時に、教育関係者から子

ども自身や保護者まで、その競争意識が拡大したとも考えられよう。

生徒個人に対する学習成果のフィードバックは、NAPLAN開始時の２００８年から

提供されていたが、２０１０年以降、自らが在籍する学校の成績へのアクセスも可能と

なり、関心が一層高まった。NAPLANで提供されるデータは、学校の「学力」だけ

ではなく、「予算」や「社会経済的背景」など幅広い。そのため、それらのデータ分

析には、教育専門家ならば慎重にならざるを得ない。一方で、専門家でなければ、そ

れらのデータを単純化して読み解く可能性が高い。つまり、教育専門家は安易な学校

のランキング化への危慎を抱くこととなる。

(1)想定問題集の出現

NAPLANや「私の学校ウェブサイト」は、試験や学力評価（個人．学校）に

対する生徒や保護者のメンタリティを変化させる可能性がある。例えば、２０１０

年の段階で、既にNAPLANヘの対策本が出版されている6°この本の購入者は、

インターネット上で一ヶ月間、オンラインテストを受験できる。対策本は、３年

生から９年生まで、すべての領域に対応した模擬試験を含めており、価格は１７

ドル９５セントから４９ドル９５セントと決して安価ではない7．問題集の著者は、
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元教員もしくは現職教員である。また、一般読者と教員とでは、異なった価格設

定もなされている８．つまり、保護者が我が子に対して自宅学習用に購入するだ

けではなく、教員が授業での教育実践のために、この対策本もしくはサイトを利

用している状況が窺える。

対策本に関するウェブサイトのトップページには、ネットを通して問題を解い

た52,596名の子ども達の上位ランキングが実名ではなく、登録名（ニックネー

ム）で記載されている。ここには、３年生から９年生のランキングが、オースト

ラリア全体と八つの（準）州ごとに区分され、公表されている9。興味深いこと

に、この限られたネット上のデータは、オーストラリアにおける学力格差の現実

を反映している。第一にオーストラリア全体のランキングのトップに位置してい

るのは、ニューサウスウェールズ州やヴィクトリア州などの大都市圏を抱える州

に居住する生徒である。そして、第二にオンライン上においても、北部準州の得

点は低いことである。もちろん、インターネット上に登録している子ども達の絶

対数が州によって異なることも考慮せねばならない。ただ、その登録者数をもっ

て、子ども（もしくはその保護者）の教育関心の差が存在すると見なすことはで

きよう。

同社は、これ以前は、ニューサウスウェールズ州やヴィクトリア州などを対

象として、奨学金や選抜制高校への進学のための競争的試験に向けた対策本を出

版してきた'0°つまり、多くの生徒や保護者にとっては、非日常的な試験への対

策を目的とした書籍を公刊してきたといえる。一方、NAPLANは、生徒にとっ

ては二年ごとに定期的に実施される評価であって、競争的な側面は理念的には有

していない。しかし、少なくとも出版業界や書籍を購入する保護者は、NAPLAN

を日常的な評価としては捉えていないことが、対策本の出版状況から見ることが

できる。

(2)保護者用書籍の出現

NAPLANへの試験準備だけではなく、このような教育環境の中で、いかに子

どもや保護者は過ごせばよいのか。そのような状況への対策本として、出版され

たのが『私の学校』（MySchool）といえる''。この本の書名から、少しでも教

育に関心を持つ人は、誰もが「私の学校ウェブサイト」を連想しよう。

著者は元教師で、現在は「ザ・テレグラフ紙（TheTelegraph)」などで教育コ

ラムニストをしているマラリン･パーカー（MaralynParker）である'2。パーカー
氏は､インターネットを通しても積極的に意見を表明し､『私の学校』のフアンペー

ジをフェイスブック（flcebook）にも開設している。この本の目的は、副題にも

あるとおり、「NAPLANや『私の学校ウェブサイト』そしてあなたの子どもに最

善の教育を受けさせるためには保護者が知る必要があること」が網羅的に紹介さ

れている。ここでは、少し分量は多くなるが、同書の章立てを概観したい。
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このように「私の学校ウェブサイト」の読み方を出発点としながら、自らの子

どもの学校選択と関連づけ、そして、子どもの学力を向上させるために、どのよ

うな対処方法があるかを事細かに述べている。このように同書は、近年のオース

トラリアにおける学校選択に関心を持ちつつある保護者を購読者層として見込ん

だ本といえる。

２．『ザ。グッド・ユニバーシティ・ガイド』の影響

これまでは、初等中等教育に対する消費者意識の醸成を加速する一因と想定される

書籍やウェブサイトを紹介してきた。ここでは『ザ。グッド・ユニバーシティ・ガイ

ド」を参考にしながら、高等教育に対する消費者意識に言及したい。これまでも、高

等教育は他の教育段階とは異なり、義務教育期間外であり、より被教育者から選択さ

れる状況にあった。また、他の教育機関と比して、海外留学生が大学を選択するとい

う背景もあった。そのような状況は、同書が1991年から出版され、その内容を変化

させながらも、２０年以上の歴史を有していることからも、容易に察しがつく。

この『ガイド』は､日本の大学入学案内が偏差値を基盤としているのとは異なり､｢星

(☆)」の数で大学の状況を多面的に評価している'3．それぞれ､状況が悪ければ「☆｣、

良ければ「☆☆☆☆☆」と五段階でランク付けされている。これらの領域は多様であ

るが､｢特色（研究費の取得状況など)」「アクセスと公正（公正さが求められるグルー

プのアクセス状況､入学判断の柔軟さなど)」「誰が学んでいるのか（２５歳以上の学生、

文化的多様性など)」「教育的経験（教育の質、ジェネリック・スキル、全体的な満足

度)」「卒業生の成果（新卒時の給与、常勤職への従事など)」などである。また、各

専門領域の入学するための難易度は｢非常に容易(veryeasy)｣から｢非常に困難(veIy

tough)」まで、こちらも五段階で示されている。

4２

｢私の学校ウェブサイト」は、あなたに何を伝え、それをあなたに役

立てるためにどのように使うのか

私の学校ウェブサイトは、何を教えてくれなくて、その情報をどこで

探せばよいのか

オーストラリアの学校の種類と入学

選抜制公立学校：ユニークな事例

どのように子どもの学校に関わり、そして、なぜ家庭や家族が重要な

のか

学校を訪問する

学校からフィードバック：それが何を意味し、いつ心配すべきか

どのように不満を持ち、学校で問題に対処するか

学習指導と個別指導：どのように見つけ、いつ利用するのか

学校選択チェックリスト



これらのデータは、出版社が自ら調査したものではなく、教育雇用職場環境省

(DePaItmentofEducation,EmploymentandWOrkplaceRelations)やグラジュエイト・

キャリア・オーストラリア（GraduateCareerAustralia）を出所としたものが多い'４．

しかし、いずれにしても大学側は、そのデータを注視している。大学によっては、自

らのウェブサイトにおいて、『ガイド』から高評価を受けたことを朗報として紹介し

ている'５．これは有名大学にしても、例外ではない。なお、『ガイド』を出版してい

るホブソンズ社（hobsons）は、就職、ヴィクトリア州限定の中等学校選択、そして

ＭＢＡ取得の際のガイドブックもまた作成している16。

まとめ

ここまで、出版物やインターネットの状況を通して、教育機関に対するオーストラ

リア国民の消費者意識の一側面を紹介してきた。これらの状況から、第一に高等教育

機関に対しては１９９０年代前半から、既に国民は消費者意識を有していたといえる。

これは『ザ。グッド・ユニバーシティ・ガイド』が創刊以来、２０年もの歴史を有し

ていることからも明らかである。また、教育提供者側の大学もまた、国内外の消費者

を意識している。

第二に、シドニーやメルボルンなどの大都市圏においては、既に高等教育よりも少

し遅れて、中等教育に対して、競争性を伴い消費者意識が醸成されつつあった。そし

て、これは公的な教育組織と新聞社が、共同で取り組んできた「リーグテーブル」が

発端となっている。

第三に､NAPLANや「私の学校ウェブサイト」と契機として､２０００年代後半から、

初等教育においても､学校や個人の生徒の成績開示の流れに伴い､消費者意識が高まっ

たと見ることができよう。

ただし､これら三点から「学校選択」や「教育評価」の側面のみを抽出するならば、

消費者意識ではなく、むしろ教育関心がオーストラリアにおいて高まっていると結論

づけられよう。しかし、この状況を出版業界の動向と併せて考察すると異なる側面が

浮き出てくる。つまり、教育機関に出版業界も含めた幅広い「教育市場」に教育受給

者の消費者としての居場所が築かれつつあるのである。

これらの状況については、今後さらに精織な分析を継続しなくてはならない。しか

し、いずれにせよ、現在では、程度の差こそあれ、就学前教育以外の教育機関は、次

第に消費者意識を有する国民の「目」を意識せざるを得ない状況におかれつつあるの

が、オーストラリアの現状ではないだろうか。

[註］

ｌ７１ｈｅＧｏｏｄＵ>7jvE':s"jesG"雄わ〔ﾉhﾊﾉE『Wrjesα"dfﾉigﾉierEﾋｶｨα7""PﾔＤＷｔた７１s,hobsons・
今回は、２０１２年版を参考とした。
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zGiennRowley&PeterCongdon,DaJn匂｡ﾚﾘE"ScﾙＣＯﾉ”p､”"e"/肋mz4gﾉMieﾘﾉCE

dh”serW℃e,Resear℃hConfbIcnce（Usingdatatosupportleaming），2005．

この論文は、http://research､acerbedu､au/cgi/viewcontent・cgi?article=１０１０＆context＝

応sear℃hconfbrence2005より入手可能である。（2011年９月１９日アクセス確認）

３CraigCampbell,HelenProctor＆Geo蹄eySherington,ＳｂﾉｹＣＯﾉＣﾙＤｊｂＥｒＨｂｗＲＪｱ℃ﾂ7心

ﾉVEgひ"だ”eﾉVigwSヒルＣＯﾉﾉMb7ka肋』"”伽,AllenandUnwin,2006.
4詳しくは、佐藤博志編著『オーストラリアの教育改革：２１世紀型教育立国への挑戦』

学文社、２０１１年の第三章、第四章を参照のこと。

５http://www･myschool､eduau／にはインターネット環境が整備されていれば、誰で
もアクセスできる。（2011年９月１９日アクセス確認）２００８年当初には無かったも

のとして、「セキュリティ・コード」を入力する手続きが導入された。それでも尚、

学校関係者以外もアクセスは可能である。

６例として、AlanHorsfield＆AllynJones,NAPLAN-styleTbstGuide（Year3），2010
がある。

７単位はすべてオーストラリアドルである。

８学校に対しては１９９ドルとの価格設定がなされていた。

９理由は確認できなかったが、８年生のランキングは掲載されていなかった。実際の

NAPLANは、３．５．７．９年生で実施されている。

'０例えば、Excel庇stZomehttp:"www・exceltestzone・com・au／を参照のこと。（2011
年９月１９日アクセス確認）なお、このテスト会社は、NAPLAN以外のテストへの

対策も２０年以上の歴史をもつ。他のテストとしては、ニューサウスウェールズ州

のみで実施されている「才能児教育への機会を判断するテスト（OpportunityClass

Tbst)」や「選抜制学校や奨学金のためのテスト」への対策がある。これらの状況を

鑑みると、一部の保護者や教員が有する「テスト」への関心は、一定の歴史を有し

ていると結論づけることができる。

l1MaralynParker,Ａ６ﾉＳｂﾙＣＯル脈α/e”りﾉp‘１７℃"/"ee応”ﾉbmwa6o""Ⅷ没LAﾉＷ〃e妙
Ｓｂｈｏｏﾉｗｅｈｓ"eα”garj"g肋e6"rezjbに"わ"ﾉbryo”c吻堀ABatmanBook,２０１１．

１２パーカー氏による「ザ・テレグラフ紙」へのコラム（ブログ）は、毎週水曜日に更

新されており、http:"blogs・news､com.au/dailytelegraph/maralynparkerで読むこ
とができる。なお､９月１４日のコラムは｢NAPLANテストに改善の余地あり（Room

fbrImpmvementinNAPLANtests）であった。

'３日本でも近年では、朝日新聞社が毎年『大学ランキング』を出版し、多様な側面か

ら大学をランキング化している。

ｌ４ｈｔｌｐ:"www,graduateca妃ers・comau/を参照のこと（2011年９月１９日アクセス確認）
'５事例としては、南オーストラリア大学やクイーンズランド大学があげられる。

http://www・unisa,edu.au/igsb/whatsnew/press-release/rankings・asp#Ｇｏｏｄ

http:"ｗｗｗ.uq､edu､au/news/index､html?article＝10268

（いずれも２０１１年９月２３日アクセス確認）

'６例えばJb6G"嘘GoodSbﾙＣＯ血Ｇｉｨ此たり従わ“乃eGbodUhﾊﾉＥ７窓j'たｓＧ"jdｾのﾉﾄの４

”dノリｂｍｇａ"”ｃｂ”露などである。
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オーストラリアにおける国際学術集会の動向

一高等教育機関の変遷との比較から－

朝水宗彦（山口大学）

はじめに

本稿は筆者が参加したことのある国際学術会議の事例や基礎的な統計資料等を用い

ながら、オーストラリアにおける国際学術会議の特徴について概説を試みるものであ

る。ただし、参加経験のある事例が限られており、統計資料もあくまでも参考として

利用しているだけなので､本稿はあくまでも一個人の体験談としてご覧いただきたい。

１．日本における高等教育機関の国際化

日本において高等教育機関の国際化が叫ばれるようになってから久しい｡コロンボ・

プランによるＯＤＡ留学生受け入れ開始（1954年）の後、１９５７年には日本国際教育

協会駒場留学生会館（現日本学生支援機構駒場国際交流会館）が設立された（JASSO

nd.:web)。１９８２年にはテンプル大学日本校が開校したが、その後アメリカ合衆国

やイギリス、オーストラリア等のいわゆる「外国大学の日本校」が日本各地に設立さ

れた。

他方、同じ国際化という言葉であっても、その内容は時代とともに変化を遂げてき

た。１９８３年の「留学生１０万人受け入れ計画」（以下１０万人計画）から２００８年の「留

学生３０万人受け入れ計画」（以下３０万人計画）の間に限定しても、学生や研究者の

国際交流は大きく変化している。「１０万人計画」が導入されたのと同じ１９８３年には、

大量の留学生の日本語能力を効率よく評価するために日本語能力試験が実施されるよ

うになり、多くの高等教育機関では日本語による専門科目が想定されていた（JASSO

nd.:web)。他方、「３０万人計画」が実施されている現在では、地方の高等教育機関

でも英語による入試制度や英語開講科目を備えている例が少なくない。

日本における高等教育機関の国際化の指標として、１０万人計画の前までは海外協

定校の数や送り出し留学生数などがしばしば用いられてきた。１０万人計画の後から

受け入れ留学生の数が指標として注目されるようになったが、３０万人計画後はこれ

らに加え、外国人教員数や海外事務所数、英語開講による学位コースの定員などが情

報公開されるようになってきた。

日本において英語開講科目を備えている高等教育機関が少なかった時代では、日

本語だけでなく、英語でも受講できること自体に希少価値があり、留学生にとって魅

力的であったかもしれない。しかし、筆者の勤務校を含み、地方の大学でも英語開講

科目のみで卒業ができるようになった現在では、英語開講科目の質が問われるように

なってきた。そこで、筆者の勤務校を含み、いくつかの地方大学では採用時に英文で
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書かれた論文数が重視されるようになったが、英文執筆能力の高さが必ずしも英語授

業能力の質を保証するわけではない。そのため、いくつかの地方大学では英語能力試

験のスコアや国際学術集会での発表数が採用時や昇進時に評価され、極端なところで

は研究費やボーナスの査定にまで影響するようになってきた。

２．国際学術集会の概要

筆者は２０年ぐらい前からオーストラリアにおける多文化教育や留学生交流、教育

観光（ただしこの用語が普及したのは2000年代に入ってからであろう）等に興味を

持っていたので、その頃から来日したオーストラリア人の研究者や交換留学先の教員

との交流があった｡しかしながら､院生の頃は国際的な学術集会に出席することはあっ

ても、それは主に情報収集のためであり、自分自身が英語で書き言葉以外の学術発表

を行うようになったのはようやく１０年ぐらい前からである。

現在日本だけでなく、韓国や台湾等の非英語圏に立地する主要大学の院生が国際学

術会議でパワーポイントを使いながら発表している姿は珍しくないが、院生の頃の筆

者はそこまで積極的ではなかった。卑近な話で恐縮だが、近年では純粋な学術交流だ

けでなく、先述のような研究上のインセンティブもまた、筆者が国際学術会議へ参加

する要因の一つになっている。

他方、高等教育機関における英語開講科目の増加もまた日本だけでなく、フランス

やスイス、ドイツ、韓国など、他の非英語圏諸国でもトレンドになっている。これら

の国々の少なからぬ高等教育機関では近年の日本と同様に国際学術会議を高く評価し

ているため、英語を共通言語とした国際学術会議への参加促進策を行うだけでなく、

自らが国際会議の誘致に取り組んでいる。たとえば筆者も参加経験がある国際地理学

連合（IntemationalGeographicalUnion:IGU）は各国の地理学会が協力して１９２２年

に設立されたが、定期的に世界大会（2012年はドイツのケルンで開催予定）が行わ

れるだけでなく、比較的規模の大きな地域会議や分野別の専門研究委員会等も開催さ

れるようになった（IGUn.｡.:web)。

さらに、現在では学術的なweb‘情報が発達し、「H-net」や「ConferenceAlerts｣、

｢AllConferences・Com」などで自分の専門分野の国際学術会議を簡単に検索できるよ

うになった。なかにはラスベガスやオーランド、ホノルル、シンガポール等の自治体

や地元大学、地元業者等が定期的に国際学術会議を開催し、商業的に成功している例

も少なからず見られる。商業化された国際学術会議の多くは従来の学会とは異なり、

入会時に会員の推薦を必要としない。基本的に参加料を払えば誰でも入会または発表

ができるが、これらの国際学術会議のなかには要旨集やフルペーパーのプロシーディ

ング集だけでなく、国際的な査読誌を備えた本格的なものもある。

３．１nＡSＡ

ここで、オーストラリアにおける国際学術会議のうち、本学会の会員と関係のあり
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そうなものを紹介したい。おそらく本学会の会員のうち、何人かは豪州日本研究学会

(JapaneseStudiesAssociationofAustralia:JSAA,１９７８年設立）に参加したことがあ

るだろう(JSAAn.｡.:web)。本学会がオセアニア地域の教育に興味を持っている会員

で構成され、オーストラリアやニュージーランドからの参加者との交流があるのと同

様に、地域研究系の学会（あるいはその会員）は対象地域に立地する学会（あるいは

その会員）と交流を持ちやすい。

ただし、地域研究の専門家が二か国間だけでなく、多国間で結びつく場合もある。

たとえば国際オーストラリア学会（IntemationalAustlalianStudiesAssociation：

InASA）が例として挙げられるが､これは先述のIGUが地理学という共通の専門分野

で結びついているのと同様に、オーストラリアという地域を共通の研究対象として各

国の専門家が結びついている。InASAは1995年に設立され、２年ごとの国際大会は

シドニーやメルボルン、ブリスベンなど主に大都市に立地する諸大学で開催（次回は

2012年にMonash大学）されてきた。

さらに、InASAが諸大学との共催で学術会議が開催されることもある。筆者は

2003年にクイーンズランド大学で開催された学術会議に参加したが、その時のテー

マは以下の通り｢異文化教室におけるオーストラリア研究｣であった(資料l)。さらに、

InASAには、ニューカッスルやブルームなど、地方都市のホテルを会場として不定

期に開催されるテーマ別のセミナー等もある。

資料12003年InASA学術会議

AustmlianStudiesintheCross-CulturalClassroom

Internati⑪nalAuStr2血nStudiesASsoCiationConfErence

23AugUSt2003

StLuCia,Brisbane

ThelntemationalAustralianStudiesAssociationincollaborationwiththeAustralian

StudiesCentreattheUniversityofQueenslandisorganisingaone-dayconfbrenceon

'T℃achingAustmlianStudiesinthcCmss-CultumlClassroom'．

TheconferencewillbeheldattheStLucia(Brisbane)campusoftheUniversityof

QueenslandonSaturday23August2003withaneventorganisedontheFridayto

welcomeparticipants．

出典：InASA（2003），'AustmlianStudiesintheCross-CultumlClassmomo'，

htlP://ｗｗｗ.inasa､org/crossings/8-1/index､php?apply=tａｓ，accessedJune7,２０１１
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４．ＩＵＤＣ

ＩｎＡＳＡは同学会の関係者がオーストラリア学会等日本で開催されている学術集会に

参加していたので逆に筆者も関心を持つようになったが、知人の紹介なしで参加す

るようになった例もある。先述のように、世界各国の少なからぬ自治体や地元大学、

地元業者等が商業的に国際学術集会を成功させているが、オーストラリアではIUDC

(IntemationalUnityinDiversityConference）がこのカテゴリーの事例として挙げら

れる（IUDCn.｡.:web)。

ＩＵＤＣは元々 タウンズビル異文化センター（TbwnsvillelnterculturalCenter）が主

催のカルチュラル・フェスト（CulturalFest）というタウンズビルの市民向けイベン

ト内で行われていた国際会議が起源である。筆者が住んでいる山口市の隣町である周

南市を含み、姉妹都市からの招待客はあったが、当時の国際会議はあくまでも市民の

交流が主な目的であった。

しかし、2008年８月にはIUDCとして独立した第１回大会が開催され、2009年

８月の第２回大会ではｗｅｂ上ではあるが査読論文を公開するようになった。筆者が

参加した２０１０年８月の第３回大会ではギャレット環境大臣（PeterGarrett：当時）

の基調講演や４つの並行した分科会場を含むかなり大規模な学術会議に成長してい

た。２０１１年８月に第４回大会が開催されたが、教育だけでも３つの分科会が開催さ

れた。このようにIUDCは年々質量ともに拡充してきたため､第５回大会では更なる

発展が期待されている。

なお、先述のInASAが地方都市で集会を開くときに地元のホテルを会場にしてい

るように、ＩUDCでも交通の便が良いホテル（RydgesSouthbankTbwnsvilleHotel）

を会場にしている。地方都市は大都市と比べると公共交通機関の便が悪いことが多い

が、ＩUDCの成功は学術交流面だけでなく、学術会議の運営ノウハウの面からも注目

に値するだろう。

さらに、日本でも同じような状況であるが、オーストラリアでも大都市の方が地方

都市よりも大規模会議等の開催件数が圧倒的に多い（資料２)。このような不利な状

況で年々規模を拡大している点からもIＵＤＣの事例は興味深い。
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認単位：件

資料２オーストラリアにおける大規模会議等の開催数

Conferenceの開催件数

０

その他

Ｆ配m2mtle

Ceelong
Tbwersville

鍾
一
蕊
一
躍
一
癖
一
》
一

》
》
》

Newcastle

Darwin

SnmRhineCoast＊

Caimg

HObart

Canbeml

GoldCoast＊

Adel2ide

Perth

Brigbane

Melboume

Sydney

５．考察

さて、再び高等教育機関に話を戻すと、オーストラリアも日本と同様にコロンボ・

プランによるＯＤＡを用いた公費留学生の受け入れを行ってきた。しかし、１９８９年

以降私費留学生の受け入れを緩和したオーストラリアでは私費留学生が急増し、現

在では世界有数の留学生受け入れ国に成長している（資料３)。量の増加は質の低下

を伴う場合もあるが、オーストラリアにおける高等教育機関では研究の質を論文や

学術発表の数で保証するだけでなく、一部の高等教育機関では非英語圏出身の教員

に対する英語スキル向上プログラムなど、教育の質の保証も試みている（瀧本、橋本

2010：２２－３６)。

1０２０３０４０５０６０

＊ＧｏｌｄCoastにはSurfersPamdiseを含む

＊SunshineCoastにはNoosaとMamochydo１℃を含む

出典：ＣＯ､舵I1enceAlerts(､.｡.）''Academicandprofessionalconferences:Austmlia'，

htlp:"ｗｗｗ､confercncealerts､com/ausmlia､htm,accessedJune7,２０１１．

２０１１年７月－２０１２年６月開催予定の集会を抽出（合計226件）
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資料３各国の留学生受入数（人）

目的地 2008/09Total 2009/１０Total

アメリカ合衆国 671,616 690,923

イギリス 415,585 nｏｄａｔ２

フランス 266,448 278,213

ドイツ 239,143 244,776

中国 238,184 265,090

オーストラリア 223,508 245,593

カナダ 123,901 161,679

日本 123,829 132,720

出典ＩＩＥ(､.｡）Rn9た℃ｒＡ批恋:刀,臼ｐ１ｚ１ｋｑ"ﾉＧﾉb6qﾉＤαね,ｗｅｂ

オーストラリアが世界有数の留学生受け入れ国となった背景には、同国が英語圏

であることが大きな要因として挙げられる。しかし、アメリカ合衆国やイギリスの著

名な大学と比べるとオーストラリアの大学は一般的に留学生受け入れに不利だったた

め、編入やツイニング・プログラム等のコストの安いオフショア制度を発展させてき

た（我妻2008：20-35)。

留学生の受け入れとは分野が異なるが、国際学術会議の誘致にも国際競争がある。

オーストラリアは英語圏ということで国際学術会議の誘致でも有利に働くが、やは

りアメリカ合衆国やイギリスとの競争がある。留学生の受け入れと同様に低価格戦略

も考えられるが、シンガポールなどアジア諸国との価格競争に対して豪ドル高のオー

ストラリアは国際学術会議の誘致では不利である。オーストラリアで開催されたコ

ンベンションの参加者数を見ると、2008年に307,000人だったものが、2009年に

230,000人（前年比-25％)、２０１０年に293,000人（前年比十27％）というように、

決して安定成長とは言えない（TburismResearchAustralia2011:Factsheet)。

InASAのようにオーストラリア研究そのものをテーマとしている場合､オーストラ

リアで開催すること自体に意義がある。しかし、IUDＣのように、必ずしもオースト

ラリアにテーマを特化していない場合、他の開催地との競合が生じることが想定され

る。さらに、ＩＵＤＣはタウンズビルという必ずしも交通の便が良いとは言えない地方

都市で開催され、オーストラリア以外にも同様な国際学術会議が少なからずあるのに

もかかわらず、年々規模を拡大している。ＩUDCの成長にはパキスタン出身のイベン

ト主催者（DmFarvardinDaliriOAM）の才能も要因として考えられるので、結論を

導き出すのは今後の課題としたい。
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おわりに

本稿では筆者が参加したことのある国際学術会議の事例や基礎的な統計資料等を用

いながら、オーストラリアにおける国際学術会議の特徴について、なるべく比較的な

立場から概説を試みてきた。ただし、オーストラリアにおける主な事例がInASAと

IUDCだけであり、統計資料もあくまでも参考として利用しているだけである。本稿

はあくまでも一個人の限られた範囲内の体験談だが、これらの国際学術会議では教育

をテーマに発表する研究者も少なくないので、もし興味があったらご参考にしてほし

い。
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【書評】

佐藤博志編著

『オーストラリアの教育改革２１世紀型教育立国への挑戦』

朝水宗彦（山口大学）

はじめに

本書は筑波大学大学院人間総合科学研究科に所属している編者が中心に設立したオ

セアニア教育学会の研究推進委員会が2009-2010年度に行った研究成果に修正・加

筆したものである。同委員会の活動の詳細については本号の委員会報告に紙面を譲る

が、本書が出版された背景として２つの理由が挙げられる。一つはＯＥＣＤなどの国

際機関が近年のオーストラリアにおける教育改革に注目しているのにも関わらず、日

本では十分紹介されていないことが背景として挙げられる。

もう一つはオセアニア教育学会（または前身の旧オーストラリア教育研究会）が設

立された当時に「若手」の研究者であった編者らが現在肯定的な意味で責任のある地

位につき、現在の新たな「若手」研究者を育成するという背景もある。この二点に関

して本書は十分な成果を残していると言えよう。

１．全体的な特徴

本書は長期にわたったハワード政権後のラッド政権やギラード政権における最新の

教育改革を扱っており、英語から日本語への翻訳書によるオーストラリア紹介よりも

タイムラグが少なく、より新鮮な話題を提供している。ただし、最新のオーストラリ

アにおける事例の紹介は両刃の剣でもあり、オーストラリア教育の専門家にとって本

書は興味深いが、同国の教育に関して基礎知識が十分でない読者には若干読みにくい

かもしれない。

本書では確かに歴史的な背景について本文のいくつかの部分（たとえば第１章や第

２章第４節、第３章第２節、第４章第１節など）で述べられており、いくつかのコラ

ムで日本とオーストラリアの比較を試みているので、市販書として一般の読者に公開

するための編者の努力が伺える。ただし、編者が巻末で「今後の研究課題」として挙

げているように、英連邦、特にイギリスとの比較研究（ただし第５章では一部述べて

いる）を巻頭に加えればオーストラリアの専門家以外にも読みやすくなるだろう。

さらに、本書は全体で130頁であり、コンパクトにまとめているが、内容が連邦

政府と特定の州に特化している。これも編者が巻末で述べているが、複数の州や地域

について比較的に事例を紹介できればオーストラリアの全体像をつかみやすくなるだ

ろう。少々厳しいコメントを述べたが、研究推進委員会にはオセアニア教育学会が誇

る精鋭のメンバーが集まっているので、今後の研究の更なる発展に期待したい。
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章
章
章
章
章

１
２
３
４
５

第
第
第
第
第

社会・教育・子ども（青木麻衣子）

教育行政（伊井義人）

学校経営（佐藤博志）

カリキュラム（木村裕）

大学教育（竹腰千絵）

第１章の青木論文では、オーストラリアの移民社会の変化が教育政策に及ぼした影

響について通史的に概観しており､それを踏まえたうえで近年注目されている｢シティ

ズンシツプ・テスト」や「オーストラリア的価値」を絡めながら、近年の教育改革に

ついて丁寧に概説している。加えてリテラシー(書き言葉の理解力･表現力）やニュー

メラシー（数的な理解力・表現力）における格差問題など、１９９０年代から続いてき

た諸問題も扱っており、本章に続く各章を理解するための歴史的・社会的な背景を網

羅している。

第２章の伊井論文では、２０１０年の連邦議会の選挙でかろうじて維持されたギラー

ド政権の時事問題について手短に概説した後、１９７０年代以降の教育行政組織の変遷

について各時代の社会背景を踏まえながら解説している。さらに、教育行政組織につ

いて説明するだけでなく、連邦政府による補助金を具体的に扱っていることは、各時

代の教育行政がどの分野に力点を置いているのか理解するための有効な指標になって

いる。

第３章の佐藤論文では、戦後のオーストラリアにおける学校経営を四時期（1960

年代以前、1970-80年代、1990-2000年代中葉、２０００年代中葉以降）に分けて概

説した後、ビクトリア州の事例を中心に学校経営の変遷について述べている。現在進

行中であるが、ギラード政権における教育政策が学校経営に与える影響について述べ

ており、特に教育情報の面からいくつかの興味深い事例を挙げている。

第４章の木村論文では､連邦政府の教育政策について概説した後、１９８９年のホバー

ト宣言以降のナショナルカリキュラムへの取り組みや近年のナショナルカリキュラム

の開発について述べている。特にニューメラシーについて全国学力調査などのいくつ

かの事例を示しており、ナショナルカリキュラムで何を目指している（きた）のかを

理解するために重要な指標を提供している。

第５章の竹腰論文では、1990年代における政府から大学教育への財源削減といわ

ゆる留学生産業の発展について踏まえ、オーストラリアの高等教育で特徴的だった少

人数によるチュートリアルの変容についていくつかの事例を紹介している。たとえば

完

２．各章の概要

なお、市販書としての全体的なまとめ方には少々工夫が必要かもしれないが、編者

の玉稿を含め、各章の内容はそれぞれ興味深い。全体の構成は以下の５つの章でまと

められている（敬称省略)。



３．コラムによる補足

先述のように、本書では各章の執筆者が専門分野を担当するだけでなく、コラムに

て一般の読者がわかりやすいように補足を行っている。各コラムのテーマは以下のと

おりである（敬称省略)。

①
②
③
④
⑤

ム
ム
ム
ム
ム

ー
フ
ー
フ
ー
フ
ー
フ
ー
フ

コ
コ
コ
コ
．

オーストラリアから見た日本の教育の「国際化」（青木麻衣子）

オーストラリアから見た日本の教育行政（伊井義人）

オーストラリアから見た日本の学校経営（佐藤博志）

オーストラリアから見た日本のカリキュラム（木村裕）

オーストラリアから見た日本の大学教育（竹腰千絵）

各コラムの執筆者を見てすぐにわかるように、各コラムは各章と連動している。さ

らに、各コラムのテーマを見てすぐわかるように、各コラムでは各章のテーマと日本

の現状について手短に比較研究を行っている。そのため、各章の内容について十分理

解できなかった場合でも、各コラムとペアで読むことにより、理解を深めることが可

能である。

コラム①では、オーストラリアにおいて長年かけて形成・変容してきた多文化社会

と「留学生３０万人計画」など急激に「国際化」に向けた諸政策を導入しつつある日

本との比較を行っている。コラム②では､かつて中央集権的な日本､地方分権的なオー

ストラリアと単純に割り切っていた教育行政が、全国学力調査やナショナルカリキュ

ラムの導入によって、そうとも言い切れない現状を指摘している。

コラム③では日本のコミュニティ・スクールとオーストラリアの自律的学校経営の

比較を行い、さらに世界各国に共通する課題について言及している。コラム④では日

本の学習指導要領とオーストラリアのナショナルカリキュラムの比較を行い、両国の

相違点と共通の課題について手短にまとめている。コラム⑤ではマス化した日本の大

学教育と講義と少人数教育とをリンクさせているオーストラリアとを比較している。

各コラムはそれぞれタイムリーな話題を含んでおり、わかりやすく表現されている

ので、この部分だけを切り離して読んでも興味深い。本来なら先述のように各章と各

コラムをペアで読むべきであろうが、学部の新入生などオーストラリアの教育につい

て基礎知識が無い場合は、読みやすい各コラムを一度概観して全体像をつかみ、それ

から第１章に戻って知識を深めていくというのも本書の活用法として効果的だろう。

う４

留学生の大量受け入れによってマス化した大学の状況に対応するため、従来の少人数

制チュートリアルとは異なった形態（たとえばウェブ・チュートリアル）が発展した

諸事例は現代のオーストラリアにおける高等教育の現状を理解するために有意義であ

ろう。



おわりに

評者もオーストラリアの高等教育や職業訓練について若干研究しているので本書の

編者や各執筆者達の苦労をある程度共感できるが、日本語での文献が比較的少なかっ

た同国における教育についてオセアニア教育学会の会員以外の読者をも含んだ幅広い

層に知ってもらうことは大変意義がある。蛇足になるが、出版事’情が厳しい中、オー

ストラリアに特化した企画を複数実現させている学文社には評者も感謝している。本

書を執筆した方々の研究を通し、更に新しい世代の研究者や学生が触発され、オー

ストラリアを含むオセアニア諸国の教育について興味を持っていただければ幸いであ

る。

(学文社刊／２０１１年／130頁／本体価格１８００円）
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2010年度オセアニア教育学会活動報告

１．理事会

①２０１０年１２月１１日（大会時）於：東京学芸大学

：以下の点について確認・協議

＞今後の運営体制について

＞第１５回大会について

＞紀要発行のスケジュール、データベース化、著作権、

＞次回理事会の開催について

②2011年５月２９日於：玉川大学

：以下の点について確認・協議

＞各担当理事より活動内容の報告

＞第１５回大会について

＞紀要のデータベース化、印刷所の変更について

＞名誉会員制度について

＞会則変更について

＞図書企画プロジェクトについて

＞次回理事会の開催について

③2011年９月９日於：東京外国語大学本郷サテライト

：以下の点について確認・協議

＞各担当理事より活動内容の報告

＞第１５回大会について

＞紀要のデータベース化について

＞名誉会員制度について

＞会則変更について

＞若手研究プロジェクトの名称変更について

＞会員名簿の作成について

＞次回理事会の開催について

印刷所について

２．学会運営体制および事務局移転

第１４回大会（2010年１２月１１日～１２日於：東京学芸大学）弟l4IElI大会（2010年１２月１１日～１２日於：東京学芸大学）総会において承

認されたとおり、福本みちよ会員を会長とする新たな学会運営体制のもと、２０１１会

計年度がスタートしました。２０１１会計年度の各担当理事は、次の通りです。

会長－福本みちよ（玉川大学）

紀要編集担当理事一朝水宗彦（山口大学）

研究推進担当理事一見世千賀子（東京学芸大学）
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海外担当理事一宮城徹（東京外国語大学）

Ｗｅｂ・ＭＬ担当理事一出光直樹（横浜市立大学）

第１５回大会実行委員長－佐藤博志（筑波大学）

図書改訂プロジェクト担当理事

－青木麻衣子（北海道大学）

ＥＣＲ（EarlyCareerResearchers）プロジェクト担当理事／事務局

－高橋望（日本学術振興会特別研究員）

－木村裕（滋賀県立大学）

なお、これに伴い、事務局の所在地も変更になりました。

〒５２２－８５３３滋賀県彦根市八坂町250O

滋賀県立大学人間文化学部木村研究室内

TEL:0749-28-8429（直通）

ＦＡＸ:0749-28-8552（直通）

e-mail：mail＠soes､Sakura､nejp

３．ニユースレターの発行などによる情報提供

一昨年度より、学会会員のメーリングリスト（ＭＬ）を開設・運営しています。学

会事務局に電子メールアドレスをお知らせいただいている会員の皆様はすでにＭＬに

登録済みです。ＭＬのアドレスに電子メールを送信いただきますと、登録済みのすべ

ての会員に一斉に配信されます。

今年度のニュースレター（2011年２月号）や学会紀要への自由投稿論文募集な

どにつきましては、郵送とともに、ＭＬを通して配信しました。また、ＥＣＲ（Early

CareerResearchers）プロジェクト（旧、若手研究プロジェクト）研究会開催案内、

ECR通信（2011年９月号)、第１５回大会開催案内などにつきましては、ＭＬを通し

て配信しました。

ＭＬは、ニュースレターや大会開催案内など事務局からの連絡事項の受信だけでは

なく、研究会や講演会などの各種イベントの周知等にもご利用いただけます。まだ登

録がお済みでない会員の皆様、ならびに電子メールアドレスを変更された会員の皆様

におかれましては、事務局まで登録用の電子メールアドレスのご連絡をお願いいたし

ます。また、登録済みの会員の皆様におかれましては、学会員の交流や'情報交換のた

めのツールとして、積極的にご活用ください。
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オセアニア教育学会第１４回大会報告

見世千賀子（東京学芸大学・大会実行委員長）

オセアニア教育学会第１４回大会は、２０１０年１２月１１日（土)、１２日（日）に、

東京学芸大学にて開催されました。全日程で国内外から約40名ほどの方々にご参加

をいただき、盛況のなか、大会を終了することができました。

第１日目には､講演会､研究発表（6件)､総会､懇親会が行われました。講演会では、

中村純子氏より「オーストラリアにおけるメディア・リテラシーの教育一西オースト

ラリア州を事例として－」についてお話をいただきました。映像による先進的な実践

事例の紹介や今後の日本におけるメディア・リテラシーの教育について課題の提示も

あり、大変興味深いものでした。研究発表の内容は、「言語教育｣、「学力評価プログ

ラム｣、「グローバル教育」など多岐にわたるものでした。

総会では、今年度以降の新たな学会運営体制についてこれまでの理事会での決定が

報告･承認されるとともに､第１５回大会の開催校が｢筑波大学｣に決定しました。また、

懇親会には会員約３０名が参加し、活発な情報交換が行われました。

第２日目には、研究推進委員会から研究の２年目にあたり、成果報告が行われまし

た。オーストラリアにおける教育改革の最新状況が示され、今後取り組むべき研究課

題も提示されました。いずれも、とても示唆に富む内容でした。

以上の通り、２日間にわたって、大変充実した研究交流が行われました。

日程・プログラムの詳細は以下の通りです。

●１２月１１日（士）

１１：３０～１２：５０

１２：３０

１３：００～１４：００

１４：１０～１７：１０

理事会

受付開始

講演会司会：竹川慎哉（中部大学）

中村純子（川崎市立西生田中学校教諭・

東京学芸大学連合大学院博士課程）

オーストラリアにおけるメディア・リテラシーの教育

一西オーストラリア州を事例として

自由研究発表（発表時間２０分質疑応答５分）

司会：岡本洋之（兵庫大学）竹内明弘（国際大学）

ｌ・松本浩欣（相模女子大学中学部高等部・

東京大学大学院教育学研究科博士課程）

｢校則」から見る学校

一オーストラリアの中等学校を事例として
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１７：２０～１７：５０

１８：００～１９：３０

●１２月１２日（日）

９：００

９：３０～１２：００

２．木村裕（滋賀県立大学）

ＮＧＯと学校の連携によるグローバル教育実践の取り組みに

関する一考察

一南オーストラリア州でのSavetheChildrenの活動に

焦点をあてて

３．山田真紀（椙山女学園大学）

オーストラリアの教育改革：

ナショナル・アセスメント・プログラムに注目して

４．下村隆之（シドニー大学教育・ソーシャルワーク学部

大学院（PhDCandidate)）

先住民言語教育の動向分析

一ＮＳＷ州「先住民言語シラバスK-lO」の成果と課題

５．（共同発表）

佐藤由利子（東京工業大学留学生センター）

橋本博子（モナシュ大学）

留学生受入れによる地域の活性化

一南オーストラリア州と大分県の比較から

６．（共同発表）

大橋純（メルボルン大学）

大橋裕子（RＭＩＴ大学）

日本語教育を通じて学ぶ異文化適応能力と社会適正能力：

オーストラリアにおける２大学の取り組みからの考察

総会

懇親会

受付開始

研究推進委員会発表

司会：馬測仁（大阪女学院短期大学）

研究の目的・方法佐藤博志（筑波大学）

社会・教育・子ども青木麻衣子（北海道大学）

教育行政伊井義人（藤女子大学）

学校経営佐藤博志（筑波大学）

カリキュラム木村裕（滋賀県立大学）

大学教育竹腰千絵（京都大学大学院）

研究のまとめ佐藤博志（筑波大学）

質疑応答１１：１０～１２：００
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2011年度メルボルンの集い報告

海外会員担当宮城徹（東京外国語大学）

メルボルン在住の会員及び当地を訪問中の会員が意見交換をする場として、「オセ

アニア教育学会メルボルンの集い」がここ数年開催されている。会員の都合で週末行

なわれてきたが、週末になると公的施設（例えば会員の所属する大学施設）などが使

用しにくくなるため、これまでは会員宅をお借りしての開催であった。今回は、それ

ならば週末に稼働している施設を見学することにしようと計画し、メルボルン国際日

本語学校（以下、現地で呼ばれている「土曜校」とする）に企画を持ち込んだ。幸い

にも、長山光治校長から快諾をいただき、見学、説明に引き続き、同校教員有志、保

護者有志との教育フオーラム（意見交換会）を開催することとなった。

日時：８月１３日（士）午後１２時45分～１７時

場所：OakleighSouthPrimarySchool,RileyStreet,SouthOakleigh,３１６７

会員参加者は、橋本弘子会員と筆者の２名にとどまったが、地元の研究者３名と

メルボルン大学に留学中の日本人学生２名が参加し、まず１時間ほど、校長から土

曜校の概要説明を受けた。土曜校は約25年前、駐在者子女も永住者子女も等しく日

本の勉強（小中学の国語と算数、数学）を学べる場として保護者有志によって開校

されたいわゆる補習校で、現在は日本国政府からの財政援助とともに、community

languageschoolとして州政府からの財政援助も受けている。中３まで及びＶＣＥの授

業を行っており、現在生徒数は約400名。

特に注目すべき事項としては、

・１０年ほど前までは圧倒的に駐在者子女が永住者子女を上回っていたが、現在

はその割合が逆転し、３：７と永住者子女が中心の学校となっている。

。それとともに、親の期待、子供の日本語力、学習目標などが変わってきており、

カリキュラム内容の見直しが急務である。

・日本の学校のカリキュラム改訂(授業時間数の増加）によって､土曜校でカバー

できる割合が減り、特に小２では日本で行われる授業の４０％すらカバーでき

なくなっている（積み残さないためには家庭で補うしかない)。

。実際に､アンケート調査では､現状の「日本の教科書を使って、日本のカリキュ

ラムを無理に年間４０日間の授業に押し込む」やり方に対し、ほとんどの保護

者が不満を表明している。というのは、駐在者にとっては、「最低限の内容す

らカバーされない」という不安があるのに対し、永住者にとっては「理解が進

まないどころか、日本嫌いを助長している」という不満があるからである。
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・これに対応し、中学では今年度から、従来の内容を扱う「国語コース」に加え、

教科書から一部の内容をじっくりと理解し、既習の漢字の理解を深めるなどの

基礎力を重視した「日本語コース」を設定した。

・小学校における教科内容の見直しは、異なるニーズが保護者にある以上、どち

らか一方ではなく、複線化を取らざるを得ないが、そのためには双方のコース

の生徒数がある数以上、安定的に存在しない限り、経営が成り立たないし、永

続的なコースの運営もできない。

などといった多くのトピックを含んだ現状が説明された。

長山校長による概要説明（校長室）

続いてＶＣＥクラス、中学、小学、幼稚園などのクラスを見学し、教員と生徒のや

り取りが積極的になされている様子、当地の学校に普及が進むインターラクティブ・

ホワイトボード（電子白板）を活用している様子などを見ることができた。またちょ

うど最後の時限であったため、迎えに来ている保護者ともすれ違うことができたが、

確かに昔に比べ、多くの白人系保護者の多さに気づかされた。

午後３時過ぎから、教職員を交え約３０名で、意見交換会（教育フォーラム）をお

こなった。まず外部参加者の簡単な自己紹介を行った。次に報告者（宮城）が、日

本の教育はメルボルン在住者にどう映っているのか、土曜校の教育は外部者にはどう

映っているのか、といったことについて意見交換したいという方向性の提示を行い、

また世界の日本語教育が､｢グローバル･ジャパニーズ｣(日本での日本語を超えた発展、

変容を遂げつつある状況）を意識し始めている現状を踏まえて、土曜校の今後を見る

ことができるのではないかという提言を行った。これに引き続き、外部参加者、教職

員双方から、意見、状況報告などが相次いだ。

４時頃から、３つの小グループに分かれ､更なる熱のこもった意見交換がなされた。

報告者が入ったグループで、特に確認されたことは次のことであった。

・生徒の日本語レベルと永住者子女が必要とする日本語、日本文化の知識といっ

たものと、検定教科書の内容とのギャップが大きく、補習校、それもこの土曜
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校に適したテキストの開発が必要であることは明らか；

。しかし教職員の多くは、平日も別の仕事を持っており、テキスト開発の余裕が

ない；

。また世界的には同じようなニーズは高いが、各地で必要としている内容が異

なり（たとえばその土地と日本のつながり具合、日本との季節感の違い、文化

の違い具合など)、一つのテキストで「海外在住子女の日本語、日本文化教育」

をまかなうことは難しく、出版社としては部数の出ないテキストの出版をため

らわざるを得ないだろうということ；

などである。この点は、日本の大学教育者が各地の教育関係者と協力して、早急に

対処すべき問題であると痛感した。

熱心な討議は途切れることはなかったが、５時の門限となり、終了となった。これ

までの学会員中心のこじんまりとした「メルボルンの集い」とは異なるものとなった

が、大学研究者以外の多くの地元教職員との意見交換は、なかなか刺激的であり、外

部参加者にとっても新たな発見のある会となった。

教職員を交えての教育フォーラムの様子

今回、会の形式・内容が変更されることについては、毎年の通知より早い段階で会

員にお知らせすべきであったが、報告者の準備遅れから、例年通りの１か月前通知と

なった。そのため「残念ながら、日程の調整がつかない」と参加を断念した複数の会

員から事前欠席通知をいただいた。担当者として深く反省し、来年度の改善につなげ

たい。なお外部参加者１名から、閉会後、入会希望が出たことを付記しておきたい。
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研究推進委員会2010年度の活動報告

筑波大学佐藤博志（2009～２０１０年度研究推進委員長）

２００９年度～２０１０年度を任期とする研究推進委員会は、オーストラリアの教育改

革という主題を設定した。メンバー・所属（2010年度当時)・分担は次の通りである。

青木麻衣子

伊井義人

佐藤博志

木村裕

竹腰千絵

北海道大学

藤女子大学

筑波大学

滋賀県立大学

京都大学大学院

社会・教育・子ども

教育行政

学校経営

カリキュラム

大学教育

メンバーを選考する際、できるだけ、若手で将来性がある会員を入れることを考え

た。これは、筆者の個人的な経験に基づいている。筆者は、１９９３年度から１９９９年

度まで、大学院生（博士前期・後期）と日本学術振興会特別研究員（PD）であった。

この間、年齢でいえば、２０代であったわけだが、図書（日本教育経営学会編『諸外

国の教育改革と教育経営』玉川大学出版部、２０００年）や雑誌（月刊『学校経営』第

42巻第１号～第２号、第一法規、1997年）に分担執筆の機会をいただいた。今振り

返ると、十分な原稿であったとは言い難いが、当時は懸命に書いたことを覚えている。

そして、図書や雑誌に原稿を書き公表するという一連の体験によってのみ学べること

があること、２０代のうちにそのような経験を積むことは一生の宝であること、自分

の原稿が出版されることによって、自信と手応えが得られることを実感した。

近年、教育界やいろいろなところで「最近の若手は」と郷撤する声を耳にする。し

かし、郷愉する人たちは、若手にチャンスを与えて育てているのだろうか。チャンス

なしには、若手が自信と誇りを得ることは永遠になく、結果的に、社会全体にとって

マイナスになるのではないのだろうか。以上の考えから、本研究推進委員会は積極的

に若手を登用し、メンバーを編成したわけである。各メンバーにとっては、研究を進

める上で、当然一筋縄では行かず、軒余曲折もあっただろうが、有意義な成果を公表

することができたと思う。

２０１０年度は、定期的に研究推進委員会の会合を開き、１２月の大会（東京学芸大学）

において発表した。同時に、成果を『オーストラリアの教育改革』（オセアニア教育

学会研究推進委員会報告書１，２０１０年）として会員に頒布した。また、その後、加

筆修正を経て、『オーストラリアの教育改革－２１世紀型教育立国への挑戦』（学文社、

2011年）を刊行することができた。編集の過程では､原稿を研究推進委員会メンバー

で回覧し、意見を相互に交換し、リライトを進めた。同書は、学部生などにも分かり
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やすいように、各章末にコラムを掲載した。ここでは、たとえば、「コラム①オー

ストラリアから見た日本の社会･教育･子ども」のように、各章の内容と関連させて、

日本の教育について若干の考察を行っている。

『オーストラリアの教育改革－２１世紀型教育立国への挑戦』のコンセプトは、２１

世紀型教育立国にある。筆者は､研究にとって重要なものは､コンセプトであると思っ

ている。ここで、コンセプトとは、単なる概念とその定義ではなく、研究の概念枠組

みや視点を生み出すようなコアであり、イメージ、創造性、研究の推進力を創出する

ものである。したがって、コンセプトは知的に洗練され、チャレンジ精神を有し、か

つ、これまでの学問の伝統と人々の思いを意識したものでなければならない。

２１世紀型教育立国とは、教育を通して、グローバル化、知識基盤社会、情報化、

多文化等を特徴とする２１世紀社会で活躍できる人物を育成し、豊かな国づくりに貢

献することを意味している。だが、２１世紀型教育立国は「物語」ではない。教育立

国への野望が､教育の専門性や子どもの発達にネガティブな影響を与える場合もある。

一方で、教育立国の必要性という警鐘なしには、教育界は教育の専門性に安住し、改

革を忌避し、停滞や後退を招く可能性もある。ここに二律背反が生じる。もちろん、

両者の狭間で、イノベーションが生じることも看過できない。

このような２１世紀型教育立国の構造的理解や理論化は、本書では端緒を開くにと

どまり、十分展開できなかった。しかし、逆に言えば、本書の刊行によって、２１世

紀型教育立国の研究の必要性を示唆することができたとも考えられる。つまり、本書

は意義を有するが、同時に、今後の研究を要請するものとなったのである。また、理

論面だけではなく、大阪府や東京都の自治体･教育行政の動向を見れば分かるように、

日本でも教育立国を意識した政治的覇権への意思が垣間見られる。こうした動向を受

けて、たとえば、新たな官僚統制の動きが見えないかという問題意識を持って、国際

比較研究を進めることが期待されるだろう。

オーストラリアの教育に関する包括的な図書は、『オーストラリア・ニュージーラ

ンドの教育』（石附実･笹森健編､東信堂､2001年）がある。だが、ラッド政権（2010

年７月よりギラード政権）の教育改革に関する著書は発表されていない。本書は、

研究推進委員会の成果に加筆修正し、２１世紀型教育立国というコンセプトをもって、

オーストラリアの教育改革を分析しており、オリジナリティを有しているだろう。最

後に、研究推進委員会のメンバー、理事各位、会員の皆様に謝意を表したい。
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第７条

第１章総則

第１条本会はオセアニア教育学会（SocietyfbrOceanianEducatio、Studies）と称
する。

第２条本会はオセアニアの教育に関し、学術的に研究し、かつ教育現場の理解に努

め、もって日本とオセアニア諸国の相互理解及び交流を深めることを目的と

する。

第３条本会は前条の目的を達成するために以下の事業を行う。

１．総会及び研究会の開催

２．研究年報または会報の発行

３．その他本会の目的達成に必要な事業

第２章会員

本会の目的に賛同し､オセアニアの教育に関心を持つ者をもって会員とする。

本会の会員になるためには入会申込書を提出しなければならない。

会員は会費を負担するものとし、会費は年額５，０００円（学生3.000円、団体

8,000円）とする。

会員のうち三年間にわたって会費納入を怠ったものは､本会から除籍される。

条
条
条

４
５
６

第
第
第

オセアニア教育学会会則

第３章役員

第８条本会の事業を運営するために次の役員をおく。役員は総会において会員の中

から選出し、任期は次の総会までとする。但し、重任を妨げない。

理事５名以上（会長１名を含む）

監査２名

第９条ｌ）会長は理事の互選により選出し、本会を代表し会務を統括する。

２）理事は会長を補佐し担当する会務を執行する。

３）監査は本会の会計を監査し総会に報告する。

第４章総会、理事会及び委員会

第１０条総会は本会最高議決機関であって年一回これを開催し､重要事項を決定する。

第１１条理事会は会長及び理事によって構成し、本会の重要事項を審議する。

第１２条理事会は、会務の執行を補佐するため、各種委員会を設置する事が出来る。

委員は会員の中から理事会が委嘱し、委員会の委員長は理事に加える。

第５章会計

第１３条本会の経費は会員の会費、その他の収入をもってこれにあてる。
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第１４条本会の会計年度は毎年１０月１日にはじまり、翌年９月３０日に終わる。

第６章雑則

第１５条本会の事務局は、理事会において定める。

第１６条本会則の改正は総会の決議による。

第１７条本会を運営するのに必要な細則は理事会が定め、総会に報告する。

附則

本会の会則は、平成５年１２月４日より施行する。

附則

本会の会則は、平成６年１２月３日より施行する｡

附則

本会の会則は、平成７年１２月９日より施行する。

附則

本会の会則は、平成９年１２月６日より施行する。

附則

本会の会則は、平成１０年１２月１２日より施行する。

附則

本会の会則は、平成１２年１２月７日より施行する。

附則

本会の会則は、平成１８年１２月９日より施行する。

附則

本会の会則は、平成20年１２月１日より施行する。従前の会則による役員は、新会

則施行後の総会において新たな役員が選出されるまで、その任にあたる。
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『オセアニア教育研究』編集委員会規程

１．編集委員会は､若干名の編集委員会をもって構成し､紀要(『オセアニア教育研究』）

の編集・発行に当たる。

２．編集委員長（以下、委員長）は編集担当理事とする。編集委員長は編集委員会を

招集し、論文審査その他紀要発行に必要な事務を行う。

３．編集委員の選出は理事会が行う。

4．編集委員の任期は１期２年とする。ただし、重任を妨げない。また、１期ごとに

若干名を交代する。

5．論文の審査・執筆については別に定める。

６．本規程の改正は編集委員会の出席者の２分の１以上の同意により提案され、理

事会の承認を得るものとする。

附則本規程は、1997年１２月６日から施行する。
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ミリずつ､上下を３５ミリずつとする。フオントサイズは本文を１１とし、
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『オセアニア教育研究』執筆要領

名称：『オセアニア教育研究』（JoumalofOceanianEducatio､Studies）とする。

発行：原則として、年１回、毎年９月３０日をもって発行する。

編集内容：オセアニアの教育に関する研究論文、現場報告、書評等を掲載する。

執筆要領：

（１）原稿形式

①原稿は未発表のものに限る｡口頭発表及び配布資料はこの限りではない。

②原稿（注、引用文献、及び図表を含む）は、Ａ４横書きパソコン原稿４０

字×３６行で１４枚以内（現場報告は１１枚以内）とし、余白を左右３０

6８

注をそれ以下とする。頁番号はいれない。

③原稿は４部（コピー可）を送付するものとする。ただし、原稿は返却

しない。

④原稿及び英文アブストラクトにはタイトルのみを記入し、執筆者名及び

所属は記入しないこと。

⑤引用文献、参考文献を含む原稿には、著者名、所属など、投稿者が特定

できる情報を記載しない。ただし、掲載決定後には当該情報を補うこと

ができる。

⑥投稿にあたっては、次の事項を記入した別紙を添付するものとする。

ｉ）和文による執筆者名、所属、連絡先、E-mailアドレス

ｉｉ）英文による論文題目、執筆者名、所属

iii）上記形式のＡ４，１枚（約350語）以内の英文アブストラクト

（必ずネイティブチェックを受けたものであること）

（２）統一表記

①節の表記は、ｌ、２，３，．．．、小節の表記は、（１）、（２）、（３）､・・・

とする。

②注番号は、上付とする。

③邦文の論文名には「 」、書名・雑誌名には『 』を

つける。

④英文等の論文名には'’’'、書名･雑誌名はイタリック体とする。

（イタリック体が不可能な場合は、下線を引く)。

⑤文献の表示は、次の通りとする。

著者外国語著作で複数の場合はアルファベット順にする。

題名論文の場合は論文名の後に雑誌名、巻号数を入れる。

出版社名国外出版の場合は国名もしくは都市名も入れる。

出版年報告書等の題名に年号がついていても出版年は必ず入れる。

⑥以下の形式の例を参照すること。

（３）論文提出

論文提出は４月１５日必着とする。



[形式の例］

題名

一副題一

(以下３行あける）

はじめに

「はじめに」を入れる場合は節に入れない。同じく「おわりに」を使用す

る場合も題目に数字を入れない。題名、副題、「はじめに｣、「おわりに」は

太字にする。

１．節の題目

(1)小説の題目

節の題目は太文字にするが、小節は太文字にしない。なお、表や図を

使用する場合は、以下のように表題、出典を明記する。

表１州別学校数（1995年）

初等教育 中等教育 高等教育

Ａ州 200 1００ 2０

Ｂ州 9０ 4０ 1０

(出典：MinistryofEducation,EducationinCoumryCl993,p,16）

[注］

ｌ）LegemC.,＆Romano,』.Ｒ''BootstrapAdaptiveEstimation:TheTrimmed

MeanExample・'１TheCanadianJoumalofStatistics,18.1990,ｐ,299.

2）Ｂａ１℃an,Alan,AHistoryofAustmlianEducation・Melboume:Oxfbrd

UniversityPress,１９８０．

【参考文献】

Ｕ､S・SecuritiesandExchamgeCommissio､.』"”αﾉＲ印o〃q/・油eSｾc"rj"“

α"｡Ｅ"〃α"g巴Ｃｂｍｍ“わ"/br油e恥“ﾉ距ｑｒ:Washington,，.Ｃ:Govemment

PrintingOfYice,１９８３．

Boy｡,WilliamLowe，＆Ｓｍart,Don,Eds.Ｅ"“"o〃ＰＣﾉ此ﾘﾉ加劉””伽α"ｄ

Ａｍｅ"℃ｚｒＣｂ”xJmrﾊﾉＥＰＥ施pEaわMes,ＮｅｗＹｏｒｋ:FalmerPress，１９８７．
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『オセアニア教育研究』編集委員会

委員長朝水宗彦（山口大学）

副委員長杉本和弘（東北大学）

委員幸野

井田

浄田

伊井

(秋田大学名誉教授）

(筑波大学）

(静岡県立大学）

(藤女子大学）

幹事木村

高橋

裕（滋賀県立大学）

望（日本学術振興会特別研究員）

編集後記

巻頭にも書きましたが、従来本誌への投稿の際に必要だった事前登録

が今号から無くなりました。次号からは投稿原稿がＢ５判からＡ４判に

変更になります。海外でも投稿しやすい環境が整いつつありますので、

国内居住の会員だけでなく、海外に長期出張中や海外在住の会員の皆様

からのご投稿もお待ちしています。

＜論文＞では、厳正なる審査の結果、２本の自由研究論文を掲載する

ことと致しました。ただし、近年投稿数自体が伸び悩んでおります。＜

論文＞以外にも様々なジャンルで投稿できますので、会員の皆様や本会

の関連イベントの関係者の皆様は、学術交流の発展のために本誌を十分

活用して頂ければ助かります。蛇足になりますが、編者自身も今号では

ご参考までく報告＞とく書評＞を掲載しております。

今号では編者自身もイギリス出張中に原稿執筆や編集作業を行いまし

た。ご投稿いただいた皆様や他の編集委員の皆様、事務局の皆様には何

かとご迷惑をおかけしましたので、この場を借りてお詫びいたします。

（編集委員長朝水宗彦）
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